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P
法と表現の自由
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第一
　
はじめに
　
一九八〇年代から、アメリカ合衆国では、請願権を行使した市民、あるいは、公的関心事項に関する発言をした
市民に対して、その報復措置として、不法行為等に基づき巨額の損害賠償を求める民事訴訟を提起するという、いわゆる
SL
A
P
P
（
strategic law
suit against public participation ）に対する対策が重要な課題となっている。
SL
A
P
P
とは、 「公共参加を妨げるための戦略的訴訟」などと訳される
が
（（
（
、開発業者などの企業、政治家、公務員などが提訴
者 （
filer ）となり、各種請願行為、公務員の不法行為の告発、行政に対する苦情、環境問題、消費者問題、開発問題
などの発言に対して、市民 ターゲット（
targets ）にし、典型的には、民事名誉毀損訴訟など各種不法行為訴訟を
提起するものである。よく引用される典型例は、開発業者が、邸宅エリアの近くで商業施設の建設を計画し、市民グループがそ 開発 反対し 公聴会に出席し、手紙やステイトメントを関連する市当局に提出し、あるいは、手
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一五
論
説
紙を地方紙の編集者に送付したことに対し、開発業者が、市民グループや個人をターゲットとして名誉毀損や契約干渉など数々の不法行為を主張 て訴訟を提起するというものである。この場合、開発業者は、証拠開示や様々な申立を行い、手続を引き延ばし、ターゲット 過度の負担を強い 数年間の訴訟の後 ターゲットは、裁判で結果的に勝訴するが 同訴訟の防御に費やされるコスト、ストレス、時間は、コミュニティーや市民グループを仲間割れさせたり、その負担ゆえに、メンバーのエネルギーや財政的リソースを搾り取り、未来 反対活動を断念させる結果を帰結する。開発業者にとってはビジネス上のコストと考えているリソースによ 効果的に市民グループの公的政策決定への参加を挫いてしまい 修正第一条の権利を行使 たために市民グループを処罰するということになってしまうのである。　
このように、
SL
A
P
P
は、裁判における勝訴を目的とするものではなく、戦略的なもので、ターゲットに対する脅
しの意味をもつ。その多くは、報復により動機づけされており、市民の反対運動をやめさせたり 市民 発言に対して制裁を加え、政治活動に対抗・圧迫するために利用される。提訴者は、訴訟を継続することにより、争点となった公的問題に関して 市民から時間、費用及び資産を吸 上げて、精神的・肉体的に疲弊させ、 参加 重大な脅威を与え いるのであ
る
（（
（
。また、
SL
A
A
P
は、公共的討論を、市民が比較的有利なリソースを持つ政治的領域か
ら企業等が大きなリソースを投入し る司法的領域へと「論争 変換装置」として機能してい
る
（（
（
。
　
結果的に、
SL
A
P
P
は、表現の自由や政府への請願権というアメリカ合衆国憲法の修正第一条の権利を行使する市
民を黙らせる上で効果的であることが実証されてきた。
SL
A
P
P
により市民に負担させられるコストの大きさやそ
の脅威が、表現の自由や政府へ 請願権の行使に対する重大な萎縮的効果をもつのである。 かし
SL
A
P
P
に対抗
する憲法上の司法原理には致命的な欠陥が る。裁判上の勝訴判決は、潜在的 数年間の論争と巨額の訴訟費用に直面
SL
A
P
P
のターゲットにとって、何の慰めにもならないからである。加えて、そのような訴訟に引きずり
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込まれることへの精神的な苦悩・困惑もある。明らかに、
SL
A
P
P
対策が求められているのである。アメリカ合衆国
では、
SL
A
P
P
に対処するため、多くの州が、反
SL
A
P
P
法を制定してい
る
（（
（
。また、我が国においても、早期に反
SL
A
P
P
法を導入すべきだとの意見もあ
る
（（
（
。しかしながら、州籍相違事件で問題となったように、仮に、反
SL
A
P
P
法が手続的規制に関するものであれば、その背後にある保護すべき憲法上の実体的権利が何であるのかが明らかにされなければならない。反
SL
A
P
P
法の背後にある実体的権利を検討することなく手続的規制である反
SL
A
P
P
法
を導入すれば、単 る接ぎ木の批判は免れないことになる。そこで、本稿は、アメリカ合衆国における反
SL
A
P
P
法の背後にある憲法的価値を検討した上で、各州の反
SL
A
P
P
法に関する議論を紹介していく。なお、
SL
A
P
P
は、
起源的な訴訟としても 反訴としても提起されるもので、どちらの当事者が
SL
A
P
P
を提起したのかが明らかでは
なく、 「原告」 、 「被告」というタームは混乱を招く。そこで、本稿では、できる限り、保護された表現を萎縮させようとする当事者を「提訴者」 自分の保護され 活動 妨げられた当事者を「ターゲット」と表記する。
第二
　
SL
A
P
P
とは何か
１
　
典型的な
SL
A
P
P
①
　
環境保護
　
SL
A
P
P
の典型例の一つとされる
SR
W
 A
ssocs. v. B
ellport B
each P
roperty O
w
ners
事
件
（（
（
の舞台となったロングア
イランドの南海岸の東パッチョーグは、マンハッタンのダウンタウンから僅か一時間 ところにあり、広大な未開発土地の道路に沿って、昔そのままの海岸が残り、風光明媚で魅力的な景観 維持 ていた。 まで数度にわた
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一七
り、開発業者
SR
W
は、東パッチョーグにある一区画の未開発土地の開発を計画していたが、一九八四年、新たに、
ブルックヘブン・タウンの都市計画部局に対して、三六戸の一戸建ての一家族用の住宅を密集（
cluster ）させると
いう内容の ラスター型開発 許可申請を行った。一九八四年一〇月三日、公聴会が開催され審査されることになり、公聴会を前にして、様々な団体や住民が、周辺環境の現状維持を訴え、開発許可に反対し、口頭や文書により直接的に、あるいは、メディアを通して反対運動 展開した。反対派住民の広告の中には、
SR
W
の計画が、 「クラ
スター型の分譲マンション」 共同住宅等の「複数世帯住宅（
m
ultiple housing ） 」である旨の誤記載があった。公聴
会には三〇〇人以上の反対派住民が押しかけたが、その公聴会で、 「その広告により惑わされないでほ い。それは嘘だ。それは嘘なんだ。それは無責任なものだ。複数世帯住宅の許可を求めるものではない」との
SR
W
側の弁護
士の声は、反対派住民の声でかき消されるほどであった。これに対して、反対派住民の代表は 環境維持 悪趣味課税基準、ライフスタイル 汚水、そして、交通、ダウン・ゾーニング（
dow
nzoning ）
（（
（
のような、標準的な開発に
関する懸念を訴えた。市民らは 不動産 すべての開発に反対したわけではなく ワン・ハウス、ワン・エーカー・モデルを普及する以外の開発に反対していた。結果的に 一〇月一六日、当局
SR
W
の許可申請を不許可とした。
SR
W
はその一〇日後、一一二五万ドルの損害賠償を求めて、九つの市民グループと一六人の個人に対して、名誉毀
損等を理由として訴えを提起した。反対派住民達は、故意に、誤った情報により コミュニティーを焚きつけたというのである。　
ニューヨーク州中間上訴裁判所は、 「法律事項として、 公聴会前に被告により出版された公衆に対する誤表示とさ
れるものと、原告の申請に対する市当局の不許可処分と 間に因果関係はない。問題の虚偽の叙述は、被告により市当局の公聴会において発言された主張ではない 原告の許可申請における公聴会の数分間において、その申立書類に添付されているが、原告の分譲地（
subdivision ）の提案が、明白に、一戸建ての一家族用の住宅のクラスター
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型ゾーニング用であることは、原告により雇われた弁護士及び建築家により、市当局及びヒアリングに参加した公衆メンバ に正確に提示されたことを示している。原告が、その申請に関する事実のプレゼンテーションを完了た後、公衆は、その分譲の提案に言及する機会が付与さ ており、コミュニティーの六人のメンバーが、申請 賛成して発言している。そして、九人の人々が様々な理由でそれに反対して発言してい 。そ 演説は、市当局に言及した人々が 原告が一戸建ての一家族用の住宅を建築することを意図していたことを認識していることを示している」と判示し、仮に開発業者に損害が発生したとしても、その直接的原因は、市当局の申請不許可処分に帰因するもので、当該誤表示は、市当局による申請不許可処分の原因とはなりえないと結論づけた。しかし この判決までに、二年間を費やすことになったのであ 。②
　
自然保護
　
次に、
G
ordon v. M
arrone
事
件
（（
（
を見てみよう。ある自然保護団体は、
M
ianus R
iver G
orge W
ildlife R
efuge and 
B
otanical 
P
reserve
として知られている自然保護区域の自然環境の保護、管理に取り組んでおり、同保護区域に隣
接する四エーカーのジッブ・ハウス区画を所有していたが、ノース・キャッスル市は同区画の不動産税を非課税していた。提訴者である開発業者は、同地区の建物が役員とその家族の私的な と 使用さ て ること、同人らにより管理機能が果たされて ないこと、同地区 管理人などが不要である など、ジッブ・ハウス区域が自然保護団体の目的に合理的に附随するものではない の理由で、ジッブ・ハウス区域の非課税処分の取消しを求めて訴えを提起した。これに対して、実体的 反論に加えて、自然保護団体は （一） 自然保護区域の道のエントランスからマイアナス・リバー・ロードを交差した未開発不動産の三六エーカーを細分化するという開発業者 開発計画に反対するための
SE
Q
R
A
手続への自然保護団体の参加、 （二） 開発業者により提起されたその細分化に関して、
市の 局に 手続への自然保護団体の関与を実質的な理由とするもので、本件訴訟は、
SL
A
P
P
であると主張
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一九
した。裁判所は、開発業者には訴えの利益を欠くと認定した。すなわち、開発業者の述べた利益は、明らかに不誠実なものである。その動機は、マイアナス峡谷付近の開発計画に反対したゆえの自然保護団体への報復 さ なる自然保護団体の修正第一条の権利行使を萎縮させるため 試みなのである。これら 目的のため、本件訴訟の防御のための経費負担を自然保護団体に強いることだけで開発業者が十分に成功する とは明らかである。こ 状況下で、自然保護団体を悪意をもって侵害し、あるいは、困惑させることを第一に企てたものなのである。このような訴訟は「軽薄な」行為として構成される。司法審査を求めるための請願権の濫用は、黙認されるべき はないと判示した。③
　
公的な発言
　
公的な発言による
SL
A
P
P
もありうる。ノース・カロライナ州の連邦検事の指名にあたり、その候補であった弁
護士スミスと対立関係にあった地方長官 マクドナルドは、レーガン大統領に選考に反対する手紙を書い が、その内容は罵詈雑言の類いであっ 。結果的に指名されなかったスミスは、マクドナルド 対して名誉毀損訴訟を提起し、これに対して、マクドナルドは修正第一条 請願条項に基づき絶対的免責を主張したという事案であるM
cD
onald v. Sm
it
（（
（
h
は、請願権に基づく絶対的免責特権が認められるのか否かが争点となった。バーガー長官の執
筆する法廷意見は、 「修正第一条は、苦情の救済のため政府に請願する人民の権利を保障す 。……自己統治の重要な側面としての請願権の価値に疑問の余地はないが、請願 項が名誉毀損に対して絶対的な免責を与えると修正第一条の起草者達が信じたことは示されていない。……絶対的免責という請願者 主張を受け入れることは、請願条項を特別 修正第一条 地位へ 引き揚げることになる。しかし がら、請願条項は、表現 出版、そして集会自由を我々に与える自由と民主主義 同一の思想に由来す ものである。これら修正第一条の権利 区別できず、そして、他の修正第一条の表現以上に 大統領への請願の中 なされた表現 対 より大きな憲法上の保護を認
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二〇
める確実な根拠は存在しない」ので、
N
ew
 Y
ork T
im
es
判決の現実の悪意基準によるべき旨判示した。スミスは究
極において現実の悪意を証明できず敗訴したが、マクドナルドも数年間と何千ドルものお金を失った。２
　
SL
A
P
P
の意味
　
SL
A
P
P
の目的は、前記のとおり、重要な争点について話したことゆえに市民を処罰し、黙らせるため、そして、
将来、市民が同様の活動を行うことを挫くことである。
SL
A
P
P
の提訴者は、裁判で勝訴することを期待していな
い。これらの訴訟に請求実体がないにもかかわらず、提訴者の活動や利益に公然と反対する市民に対して、コストや時間を浪費させることにより、公的参加や表現に対する萎縮的効果を伴っている点が問題なのであ
る
（（1
（
。
SL
A
P
P
と
は、典型的には、 （一） 政府活動や結論に影響を与えるためになされ コミュニケーションに関係する、 （二） 民事訴訟（訴訟、反訴、あるいは、交差請求）へと帰結する、 （三） 非政府の個人や組織に対して提起されたもので、 （四）公共の利益や社会 重要性のある実質的争点に関するもの という要素を含んでいるとされ
る
（（
（
。もっとも、論者は、
市民活動に反応して提起さ たすべての訴訟が
SL
A
P
P
であると提案するものではない。 市民活動が保護された 「公
的対話（
public 
discourse ） 」の範囲を超え、名誉毀損、各種不法行為を構成する場合もありうるので、正当な訴訟
と
SL
A
P
P
を区別するものは、その基底にある意図が重要とな
る
（（1
（
。しかしながら、
SL
A
P
P
は、修正第一条により保
護されている活動に対応して提起されるが、定義上、積極的な侵害を要求していない。また、ターゲットを黙らせることは、単に訴訟を宙ぶらりんにすることにより達成できるので、提訴者は 勝訴判決を得る必要はないし、その意図もない。提訴者は勝訴すること 関心がない で 現実 な勝訴の可能性にかかわらず、あらゆる訴訟原因をあげてくる。それゆえ、
SL
A
P
P
であることを隠すため、訴訟物は、名誉毀損、ビジネス上の不法行為など様々で
あり、
SL
A
P
P
を発見することに困難を伴うのである。
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初期において、裁判所は
SL
A
P
P
をどのように見ていたのであろうか。一九八一年の
W
ebb v. F
ury
事
件
（（1
（
は、鉱業
会社が環境保護団体に対して起こした名誉毀損等を理由とする損害賠償訴訟の事案であるが、後述のノア・ペニントン理論の下で、環境団体のなしたコミュニケーションに絶対的特権が認められると判示した。同判決は、 「もし我々が本件訴訟 継続を認めた場合に、表現の自由や請願権行使にその決定 もた す萎縮的効果を考えたときぞっとする。我々の諸自由（
our liberty and freedom
）に対する脅威という言葉の下で、社会に対するコストは予想を
超えるものである。もし、我々が露天採鉱（
surface 
m
ining ）のような社会問題を押しつぶす上で思想の自由な交
易を禁止するならば、このコストは、特 高価なものとなる。露天採鉱は、そして、エネルギー開発一般は、大きな公的関心事項である。社会的利益と経済的利益の競合が問題となりうる。これらの問題に関する強靱な討論を禁止することは、社会からその集団 思考の利益を奪い、そして、その過程において、我々の民主主義の達成である自由な思想の交易を破壊してしまうだろう。我々の民主主義的システムは、人民の意思を行使するよう計画されたものである。そして、人民が自分達 意思を表明することが出来ないとき、そのシステムは倒れる。我々の連邦及び州の憲法が保護するのは、確実に、このタイプの討論 すなわち、我々の知識を増進し、我々の相違点を説明し、そして、より完全な団結を形成す ために れら 相違点を調和させることを意図する討論なのである。当事者間のこの討論は法廷よりも政治 アリーナの範囲内がより適切であり、思想 活発な交易につなが 」と判示 いる。　
一九九二年の
G
ordon v. M
arrone
事
件
（（1
（
は、 「
SL
A
P
P
は、 多くの形態において、 通常の訴訟として偽装されている。
SL
A
P
P
は、市民の政治的権利の実践を中止させ、市民がそれを実践したことに対して制裁を課すという私的な関心
により提起される、実質的な請求実体の い訴訟であ 。
SL
A
P
P
は、ターゲットに防御のための費用を負担させる
ため 、裁判所にターゲットを強制的に送り込む機能を有してい 訴訟が長引けば長引くほど 訴訟が引っかき
岡　法（65―３・４） 716
二二
回さればされるほど、ターゲットが被る出費が大きくなり、
SL
A
P
P
の提訴者はより成功へと近づくことになる。そ
のような揺さぶり戦術の意図は、過去の行動に対する単なる応報を、未来の行動を挫くことへと変化させることである。言 までもないが、ターゲットの最終的な勝訴という天意は しばしば犠牲が多くて引き合わない勝利に帰着する。 『ゲーム』に参加させられた経済的資源も感情的強靱さも持たない人々は、和解へと膝をつき合わすか、あるいは、価値のある防御にもかかわらず棄権するかという困難な選択に直面する。我々の社会においてそのような訴訟の波及効果は甚大である。そのような訴訟でターゲットになった公的 重要な争点に関して発言してきた人、そして、そのような訴訟で証言した人は、未来において、しばしば黙りを決め込むことを選ぶ。頭に銃を突きつけないにもかかわらず、修正第一条の表現に対する大きな脅威は、ほとんど想像を絶するものであろう」と述べ いる。３
　
SL
A
P
P
による被侵害利益
　
前記のとおり、
SL
A
P
P
は、政治的争点を司法上の争点に変換し、このフォーラムの変換は、公的アリーナから私
的な法廷へと移動させられ、パブリック・フォーラムとは異 るルールにより管理される正式 法的手続（司法フォーラム）に当事者を引き込むことが可能と る。タ ゲットは、パブリック・フォーラム おいて、地方のコミュニティーを使用して効果的に影響力を行使し が、逆に、司法フォ ラム 提訴者は、高額な弁護士費用を支払うなど、そのリソースをより効果的に使用できるのである。そして、当初 不服申立の役割を担っていたターゲットは、突然、防御者の立場に置かれ、その注意とリソースを訴訟を処理する めに用いるよう役割の転換を求められる。結果的に 政治的表現に対する萎縮的 をもたらす点が大きな問題である。つまり、提訴者は、ターゲットの政治活動を、訴訟義務と巨額の損害賠償認定及び 費用 脅威で 押しつぶすことを望んで
反 SLAPP 法と表現の自由717
二三
いる。加えて、提訴者は、政治的発言にはお金がかかることを明確にすることにより、将来の政治的発言を押さえ込むことを望んでいる。　
SL
A
P
P
により侵害される憲法上の権利として、アメリカ合衆国では、まず、請願権が考えられている。もとも
と、
SL
A
P
P
の問題提起とその防御策と展開過程において、請願権侵害が問題とされてきた。わが国では、請願権に
ついてあまり議論されることは少ない
が
（（1
（
、アメリカ合衆国では、修正第一条の表現の自由、プレス及び信教の自由
と並んで保護されて 請願権を特別に重要なものと捉えられている。請願権は、政府活動に影響を与えることを意図する幅広い範囲の活動に従事する市民の権能を保護するもので、政府により聞かれるべき声を持つ市民のための不可欠なツールであり、アメリカの民主主義 礎石である されている。そして、議論はあるものの、表現の自由とは異なり、修正第一条により保護される他の権利よりも上位にあるともされている。請願権は、政治問題についての公的意見に関して政府に圧力をかけ 市 にとり、重要な方法で り、政府作用から 不適格、違法行為浪費、そして、腐敗を確認し、 るいは、排除するために不可欠 権利 なってい
る
（（1
（
。
　
しかし、現在では、請願活動以外の表現の自由まで幅広くカバーしようという動きがある。例えば、テキサス州
の反
SL
A
P
P
法は、その目的を「請願し、自由に話し、自由に集会し、そして、他の方法で政府に参加する人の憲
法上 権利を、法律により許容され 最大限度まで、促進し、保護す ことである。同時に、明白な侵害ゆえの請求実体のある訴訟を提起する人の権利を保護すること
」
（（1
（
としている。
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第三
　
SL
A
P
P
に対する実体的規制
１
　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準
　
アメリカ合衆国において、
SL
A
P
P
に対抗する司法原理として、主に二つの先例に依拠している。表現の自由を保
護する
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準と、請願権を保護するノア・ペニントン理論である。両方とも
SL
A
P
P
の文脈で発展
されたものではないが、両方とも
SL
A
P
P
のターゲットにより、成功裏に使用されてきた。
⑴
　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準の生成
　
周知のとおり、表現の自由の保障と名誉毀損の関係について、
N
ew
 Y
ork T
im
es v. Sullivan
事
件
（（1
（
は、公務員が名
誉毀損を理由に損害賠償請求するには、公務員は、被告が「現実の悪意」で行動したことを証明しなければならないという法理を確立した。 その後、
D
un &
 B
radstreet,Inc. v. G
reenm
oss B
uilder
（（1
（
s
事件及び
P
hiladelphia N
ew
spapers, 
Inc. v. H
epps
事
件
（11
（
において、①「公的人物」の「公的一般的関心事項」の表現については、現実的損害及び懲罰的
損害を請求するには、原告が被告の「現実の悪意」 、表現内容の「虚偽性」を立証しなければならない、②「私人」の「公的関心事項」の言論については、現実的損害の請求について、 過失」が要件となり、原告が 「虚偽性」を立証しなければならず、懲罰的損害の請求については 「現実の悪意」の基準が妥当する、③「私人」の「私的関心事項」の言論については、懲罰的損害 「現実 悪意」よりも低い基準が妥当するという理論を確立し
た
（1
（
。
H
epps
判決は、
N
ew
 Y
ork T
im
es
判決の保護を拡張し、その表現が公的関心の争点と関連する限り、私人を批判す
る表現が公務員を批判する表現 同様の保護が与えられる可能性をもってい
る
（11
（
。
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土地の開発業者の市民グループに対する名誉毀損訴訟である
 O
kun v. Super.C
t., 事
件
（11
（
において、カリフォルニア
州の最上級裁判所は、 「自発的に公的論争に自分自身を押し込み、それゆえ、公的人物となる人物の批判に対して類推の余地がある。本件原告の参加は、原告を公的人物にした」と判示し、結果的に名誉毀損責任を否定した。　
判例法における「公的関心事項」の概念は、本来的に曖昧なものである
が
（11
（
、その後、いくつかの州の反
SL
A
P
P
法の要件として取り込まれている。⑵
　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準の欠点
　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準に依拠するのであれば、
SL
A
P
P
のターゲットは、
SL
A
P
P
の提訴者が「公務員」又は「公
的人物」であること、及び名誉毀損的表現とされるものから生じた争点が「公的関心事項」であると主張・立証しなければならない。ターゲットがこれに成功すれば、次に、
SL
A
P
P
の提訴者は、ターゲットによりなされた叙述が
「現実の悪意」で行われたこ を立証しなけ ばならない。そして、提訴者が「現実の悪意」の存在を証明できなければ、ターゲットの表現は、憲法的に保護されたものと る しかし 公務員 場合、ターゲットは容易に勝訴しうるかもしれないが、提訴者が公務員でない場合、ターゲットは 公的人物」として取り扱われることを証明することは容易で ない。そ 証明のため証拠開示が必要になるかもしれない。仮に、ターゲットが、提訴者が「公的人物」であると証明できたとしても、次に、ターゲットが「現実の悪意」で行動したこ の証明義務を に転換することにな が、 のことは、コストと時間消費をもたらす証拠開示を要求することにな
る
（11
（
。したがって、
SL
A
P
P
の提訴者は、実質的に勝訴することを期待せず、ターゲットに財政的に被害を与え、応
報の訴訟で恐怖に陥れることを目的としているのであるから、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準は
SL
A
P
P
に対抗する措置と
しては全く不十分なものになってい
る
（11
（
。前掲の
M
cD
onald
事件も、現実の悪意基準による解決を目指しているもの
であるが、まさに
SL
A
P
P
を許容する好例である。また、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準では、名誉毀損の被害者と主張す
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る者が「公的人物」以外の場合は、依然として保護が及ばないのであ
る
（11
（
。
２
　
O
m
ni 基準
⑴
　
N
oerr
判決
　
反
SL
A
P
P
法の背後にある実体法理の一つとして、立法府や行政府に対して陳情活動等を行うことは、修正第一
条に規定する請願権の行使であって、たとえ陳情等が競争を阻害することになっても、反トラスト法違反にはならないという、ノア・ペニントン理
論
（11
（
がある。ノア・ペニントン理論の起源となった
E
astern 
R
ailroad 
P
residents 
C
onference v. N
oerr M
otor F
reight, Inc. 事
件
（11
（
は、次のような事案であった。アメリカ合衆国の長距離運送につい
て、長年にわたり、鉄道会社とトラック業界は犬猿の仲であったが、ペンシルベニア州のトラック運送業者及びその事業者団体が、鉄道経営者団体の活動が反トラスト法違反 ると主張して訴えを提起した。その理由は、被告鉄道会社らが、長距離の貨物運送業の独占を共謀し、様々な活動を通して一般公衆の間に運送業者に対して嫌悪する雰囲気を醸しだし、ネガティブな広報活動を うなどにより、ペンシルベニア州知事に、より重い積荷を運ぶことをトラック業者に許容する法案を拒否させるなどしたというものである。これに対して、被告鉄道会社らは、トラックの重量制限、重量のあるトラックの税率に関連して州法の制定に影響を与えること、及び、過積載のトラックや他の交通違反を処罰する州法のより厳格な適用を企図 たこ を認めたが、そのキャンペー が 競争相手として運送業を壊滅させ、あるいは 運送業者と顧客間の関係に干渉するという要望により動機づけられたものであることを否定した。むしろ そのキャンペーンは、複数の州の公民や立 府 、重量のある、特に 過積載のトラック運送により道路にもたら れた莫大な損害 大型トラックのスピードや重量を制限する法律の、繰り返 の 故
反 SLAPP 法と表現の自由721
二七
意の違反、道路を作り、維持し、修繕するコストの公平な分担をトラック業界が負担していないことなどに関する真実の情報を知らせるという自分達の権利の促進のため行われたものであると主張した。 連邦最高裁は、 「二人かそれ以上の人物が、取引制限、あるいは、独占を生み出す法律について、立法府ないし行政府に特別の行動を るよう働きかける目的で一緒に連携することを 反トラスト法は禁止するものではない。……請願権は、権利章典により保護さ てい 自由の つである。……少なくとも、法律の制定や適用の観点から、鉄道会社らの活動が単なる政府活動への陳情である限り 反トラスト法は鉄道会社ら 活動に適用され いことは明らか」である 「人民が自分達の競争相手に不利益をもたらし、自分達に利益をもたらすことを期待して、法律上 行動を求めることは、異常でも違法でもない。……少なくとも 鉄道会社らのキャンペーンが、政府活動を獲得する方向に向けられたものである限り、鉄道会社らが有していたか れない かなる反競争的な目的 よっ も、その正当性は必ずしも影響を受ける のではない」と判示した。本判決は、 「目的」は関係ないものとし
が
（11
（
、 「広報活動が、表面上、政
府行為に影響を与えることに向けられたものであるが、現実には、競争相手とのビジネス関係 直接的に干渉する試み以外の何者でもないことを覆 隠す単な 不実（
sham
）であり、反トラスト法の適用が正当化されるという状
況もありうるかもしれない」と例外の可能性を示唆し 。⑵
　
P
ennington
判決
　
その後、連邦最高裁は、
U
nited M
ine W
orkers v. P
ennington
事
件
（1
（
において、政府の政策決定に影響を与えようと
意図する行動に対する保護を拡張した。 本件は、 ある小規模鉱山会社 米国鉱業労働者連盟 （
U
nited M
ine W
orkers 
of A
m
erica ）が大規模炭坑会社と共謀し、中小炭鉱経営者が競争できなくなるように、炭坑産業における過剰生産
を根絶するため、支払能力にかかわらず、すべて 会社 高額の最低賃金の確立を労働長官に陳情し テネシー州峡谷機関に石炭を労働者にこの高額の賃金を支払った鉱山のみから購入す こ を確保させ ことを請願した 主
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二八
張し、反トラスト法違反で訴えたという事案である。連邦最高裁は、 「
N
oerr
判決において、当裁判所は、公務員に
影響を与えることを目的とする競争相手の活動をもっぱら構成する証拠に、反トラスト法の共同謀議の基礎をおく試みを否定 た。反トラスト法は、たとえ、結果としての公的活動が、キャンペーンが向けられた他の競争相手に損害を与えるものであったとしても、この種の共同行為（
concerted action ）を禁止する意図を有していない」 。 「さ
らに、たとえ、法律 制定及びその適用に影響を与えるこ を求める独占の目的が、長距離運送業の競争相手としての運送会社 壊滅させるものであったとしても、そ 行為の合法性は、その行為が持っていたかもしれない反競争的な目的 より、全く影響を受けない」 。 「反 的な目的が、そこに含まれている行為を違法にしないこと以上のことを明らかにしていない。……
N
oerr
判決は、反トラスト法から、意図又は目的にかかわらず、公務員に影響
を与える共同行為を保護する」と結論づけた。⑶
　
不実の例外
　
しかしながら、政府に請願する権利は絶対的なものではない。既に、
N
oerr
判決において、連邦最高裁は、反競
争的活動が、実際には政府に影響を与えることを指向するのではなく 競争者 ビジネス関係 干渉する直接的な試みを覆い隠す「単なる誤魔化し（
sham
　
不実） 」を例外とする可能性に言及していた。そして、原告トラック運
送会社が、被告トラック運送会社ら 対して、営業権 獲得し、譲渡し、あるいは 登録する申請を被告会社が抵抗し、挫折するための、繰り返し、州及び連邦の手続 ったことにより、通商の独占化を共謀したと主張して、反トラスト法違反を理由に訴えを提起した事案である
C
alifornia M
otor T
ransport C
o. v. T
rucking U
nlim
ited
事
件
（11
（
において、 「不実の例外」を適用した。連邦最高裁は、 「陳述によれば、共謀の意図及び目的は、原告を含め、自分達の競争相手をビジネスから閉め出し、そのよう 競争相手を弱体化 、既存の、あるいは 潜在 競争相手を壊滅させ、排除し、そして 弱体化させ して、カリフォルニア州及びそ 他至 所 道路運送ビジネスを独
反 SLAPP 法と表現の自由723
二九
占化しようとするものである。……共謀は公務員に影響を与えることを意図するものではなく、むしろ、競争者に裁決機関への重要なアクセスを禁止し、そうすることで、その政策決定プロセスを奪うことを意図するものである。……そのような意図及び目的は、証明されれば、行政機関や裁判所のプロセスに被上告人が訴えることを減退させ、そして、究極的には妨げることになり、
N
oerr
判決の例外の範囲内にある。……修正第一条は、立法府が監督権限
を有するところ 、 『実質的悪』を達成す ための手段ないし口実として使用されてはならない」と判示した。⑷
　
O
m
ni 判決
︱
「プロセスｖ結果」テスト
　
さらに連邦最高裁は、
C
ity of C
olum
bia v.  O
m
ni O
utdoor A
dvertising, Inc. 事
件
（11
（
において、ノア・ペニントン理
論の「不実の例外」を限定する方向性を示した。本件の事案は、次のとおりである。広告業者の
O
m
ni 社は、ジョー
ジア州コロンビアに新規参入したが、地元の老舗である
C
O
A
社のオーナーは、コミュニティーに深く根を張って
おり、市の政治家と密接な関係を持っていた。
C
O
A
社は、独占的地位を維持し、
O
m
ni を排除するため、
O
m
ni 社
に関する悪意ある噂を広め、
O
m
ni 社の顧客が契約を破棄するよう誘導するなどし、さらに、積極的にロビー活動
を展開し、新規広告の構築を規制 べく条例の制定を働きかけた。これに対 て、
O
m
ni 社は市と
C
O
A
社を反トラ
スト法違反で訴え、
C
O
A
社の市の役人への請願活動は、
O
m
ni 社のビジネスを妨害するため計画された「不実」で
あると主張した。しかし、連邦最高裁は、 「不実の例外」 適用 ことを拒否し、当該ロビー活動はノア・ペニントン理論により保護されていると判示して
O
m
ni 社の訴えを退けた。すなわち、 「
N
oerr
判決は、公務員に影響を与
えようとす 共同行為を、その 図ないし目的 かかわらず、反トラスト法から保護するものである」 。 「
N
oerr
判
決
の『不実の』例外は、そのプロセスから導かれる結果と対立するものとして、政府のプロセスを、反競争的な武
器として人民が使用するという状況に関するものである。典型的な事 は、競争相手のライセンスの不許可を実現するこ を期待するのではなく、単に 経費を負担させ、遅延させる とを目的とした、競争相手のライセンス申
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三〇
請に対する些細な異議申立である。 『不実の』状況とは、全く真実は、その活動が好ましい政治活動を獲得することに向けられていない被告を含むが、自己の政治上の結論を獲得することを企図しているものの、不適切な手段を通じてそうする被告は含ま い」 。その上で、
C
O
A
社は、明白に、
O
m
ni 社のビジネス関係を混乱させることを意図
していたが、それは、まさにロビー活動 プロセス、あるいは、市の幹部にゾーニングを審査させることを引き起こすプロセスを通してそうするのではなく、むしろ ロビー活動と審査からの最終的な成果物、すなわち、ゾーニング条例を通してそう ようとしたものである。その遅延が そ ロビー活動が求めている政府活動によってではなく、ロビー活動プロセスそのものによってのみ達成されることが意図されていなければ、競争相手 市場介入を遅延させる目的は、ロビー活動を『不実』にするわけではない
N
oerr
判決は、政府活動の結果として取引を制限
する意図についての保護を排除していない」と結論づけた。　
同判決は、
C
O
A
社の意図に焦点を当てるのではなく、むしろ、請願活動の期待される結論に焦点を当てている。
C
O
A
社は、明白に、
O
m
ni 社のビジネス関係を破壊することを企てていた。しかし、それは、ロビー活動のプロセ
スそのものを通してではなく、その ビー活動の究極 成果（条例制定）を通して実現しよう した であ
る
（11
（
。す
なわち、
O
m
ni 判決は、請願条項は意図ないし目的にかかわらず公務員に影響を与えようとする共同行動を保護す
るもので、私的な団体の政治的動機が利己的であるということ は無関係だという である。そ て、 「不実の例外」を、 「プロセス」から導かれる「結果」と対立するも として、その政治的「プロセス」を、私人が武器として利用する場面に明確に限定した（ 「プロセス
ｖ結果」テスト） 。したがって、ターゲットの活動が全く有利な政治的
活動を獲得することに真 向けられていない場面（ 「結果」とは無関係で、政治「プロセス」を目的として使用する場合。例えば、政治手続を遅延させ、負担やコストを負担させる場合） 除き 「不実の例外」 構成しない。ターゲットが政治的な「結果」を求めている限り、その行為は正当化され、ターゲット 動機が不純か否か、ターゲッ
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三一
トが「不適切な手段」を使用したか否かは問題とはならないのであ
る
（11
（
。他方、 「プロセス
ｖ結果」テストは、真の政
府への請願活動が、競争相手に向けられたものか、それとも、望ましい結果を生み出す意図で政府に向けられたものかという、 「政府指向／原告指向」と言い換えるこ ができるかも れない。鍵となるものは、主観的な、目的に焦点をあてた基準ではなく 客観的な結果に焦点をあてたか否かである。当事者の「意図」 、 「善意」 、 「悪意」 、 「目的」 、 「動機」 不実」などの主観的要素を問題とせず、単純かつ客観的な基準として、ターゲットの請願活動が自己に有利な政治上の「活動（
action ） 」 、 「結論（
result ） 」 、 「成果（
product ） 」 、 「結果（
outcom
e ） 」を獲得することを
指向している限り保護されるのであ
る
（11
（
。
⑸
　
反トラスト法以外への拡大
　
問題は、ノア・ペニントン理論が、反トラスト法という狭い範囲に限定されるのか、それとも、他の領域、例え
ば、幅広く様々な市民と政府間のコミュニケーションを保護するため使用されるのという点 「
O
m
ni 判決
は、重要な反トラスト法上の事件で り、それ以上のものではない」として反トラスト法に限定す 見解もあ
る
（11
（
。
連邦最高裁の態度は明らかではない
が
（11
（
、
N
A
A
C
P
 v. C
laiborne H
ardw
are C
o. 事
件
（11
（
は、ノア・ペニントン理論を反ト
ラスト法の領域以外に適用し、 「政治上及び経済上の変革を推し進め、及び、憲法そのも により保障された権利を実現するために企図された、非暴力的な、政治的に動機づけられたボイコット」を前提とする責任を否定した。　
SL
A
P
P
の文脈では、例えば、ある環境保護団体が、ある森林を原生自然環境保全地域に指定する審査手続中に、
被告会社による材木伐採の一時的禁止を求めて差止命令訴訟を提起したところ、被告会社が金銭的救済を求めて反訴したという事案である
Sierra C
lub v. B
utz
事
件
（11
（
において、連邦地方裁判所は、ノア・ペニントン理論を適用して
免責を認めた。同判決は、 「利害関係への干渉を理由 する訴訟 おいて、当該『干渉』が、前提の政策 変革することを政府に請願することを構成する当事者 対して提起されたとき、ある特権が修正第一条 保障により創造さ
岡　法（65―３・４） 726
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れる。しかしながら、当裁判所は、その特権が悪意に依拠すべきだということを信じない。最高裁が
N
oerr
判決で
付与した理由により、当裁判所は、動機にかかわらず、すべての人が修正第一条により新し 政策を採用することを政府やその公務員に影響を与えることを追求する 利が保障されており、そして、もし、当該人物がそれに成功したとしても、その人は、政策上の変革により生じた損害を他者に補償をすることを要求されないことを確信している。さらに、当裁判所は、悪意基準は、政府から救済を求めるすべての人に脅迫を誘引すると信じている。……悪意基準は、修正第一条の自由が生き残るために必要とする『息つく場』を供給 はできない。その代わり、当裁判所は、
N
oerr
判決により採用された基準は適切なものであると信じている。もし、請願活動が『不実』であ
り、真の目的が政府活動を獲得するのでは く、他の方法で原告を傷つけるものである場合にのみ、不満の救済を政府に請願することを外観上構成す 活動 責任 課せられる」と判示してい 。また、ある開発業者がマルチ・ファミリー・ハウジング・ユニット用の団地（
apartm
ent 
com
plex ）の建設を計画したところ、市が用途地域の変
更を行ったため（マルチ・ファミリーからシングル・ファミリー用マンションへ） 、計画が頓挫し しまい、開発業者が、反対し 市民グループが公務員 共謀したと主張 て訴訟を提起した事案である
G
orm
an 
T
ow
ers, 
Inc. 
v. 
B
ogoslavsky
事
件
（1
（
において、第八巡回区連邦控訴裁判所は、公務員については、条例制定につき絶対的免責を認め、
住民に対しては、ノア・ペニントン理論 適用し、提訴者 損害を引 起こしたゾーニング 修正を求める請願をすること つい 、絶対的に修正第一条により特権づけら ていると判示した。ノア・ペ トン理論 、その政策の真の目的が政府活動を獲得するのではなく、提訴者を直接的に侵害するものである場合にのみ、公共政策に影響を与えることを外観上企図した活動を理由として責任を課すものであるとの理解を前 に、用途地域の変更を要求し、本件ハウジング・プロジェクトに関する虚偽の軽蔑的な噂の普及に参加した程度 も は伝統的な政治活動であり、そのロビー活動の真正さ その成功により裏打ちされており 明 かに、それは不実で ないとして住民
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三三
の責任を否定した。同様に、違法な学校内での座り込み抗議を含め、口頭での脅迫や名誉毀損などの手段で、ある小学校の校長の解職を求めるキャンペーンを主導した父兄らに対して、その校長が損害賠償を求める訴訟を提起した事案である
Stevens v. T
illm
an
事
件
（11
（
も、第七巡回区連邦控訴裁判所は、ノア・ペニントン理論を引用し（適用し
たかは不明 が、少なくとも参考にして）免責した。さらに、ある養護老人ホームの法令違反を州当局に通報した二人の市民に対して 通報の結果ライセンスが取り消された当該養護老人ホームから起こされた訴訟であるB
row
nsville G
olden A
ge N
ursing H
om
e, Inc. v. W
el
（11
（ls
において、第三巡回区連邦控訴裁判所は、公的関心事項に関
するコミュニケーション 憲法的重要性 強調する
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準、そして、立法的、行政的、あるいは、
司法的プロセスの競争相手によ 共同利用は、 反トラスト法違反を生じさせないと強調するノア・ペニントン理論、及び両判決法理から免責を認める前記
Sierra 
C
lub
判決を引用し、提訴者の法律違反を当局に通報し、そして、公
的関心を誘引したターゲット 行動は、不法行為責任の理由とはならないと判示している。同様に、くず鉄 シュレッダー設置許可を申請 会社が、反対運動を った市民グループをターゲットとして訴えた事件であ
B
alt. 
Scrap C
orp. v. D
avid J. Joseph C
o. 事
件
（11
（
も、第四巡回区連邦控訴裁判所はノア・ペニントン理論を適用した。
⑹
　
ノア・ペニントン理論の優越性
　
SL
A
P
P
に対抗するための法理として、ノア・ペニントン理論及び
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準が競合する例もみられ
るが、どちらの法理に依拠すべきであろうか。
Sierra C
lub
判決や
B
row
nsville
判決のように、両者を渾然一体とし
て評価するのか、あるいは、単に、請願権と表現の自由という実体 な憲法上 権利の差でしかないのか しかし、この問題は、単に適用領域の差ではなく、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準の「現実の悪意」の保護範囲が狭く、あるいは、
その主観ないし心理状態を問題とする点で ノア・ペニントン理論よりも劣るのではないかが特 問題とされている
（11
（
。
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第一に、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準の保護が、提訴者が「公的人物」であり、訴訟原因となった表現が「公的関心事
項」である場合に限られるのに対し、ノア・ペニントン理論の拡張は、広範囲の言論を救済する可能性があり、その保護は絶対的なものなので、一旦、請願活動の適正さが証明されれば、動機にかかわらず適用される点でも有利であ
る
（11
（
。第二に、 「不実の例外」と「現実の悪意」の証明の容易性の差がある。ノア・ペニントン理論は、訴訟の原
因行為が請願活動であると
SL
A
P
P
のターゲットが証明すれば足り、ターゲットは当該活動に関連する情報を有し
ているのだから、立証は比較的容易である。一旦、ターゲットの活動が請願活動だと証明されれば、提訴者は、当該請願活動が「不実の例外」であるとの証明義務を負い ターゲットの心理状態や請願の真の意図に関する情報を目的とする証拠開示請求に服するかもしれ いが 「不実の例外」の下で、高度の基準を満たす必要があり、提訴者が成功する可能性は少ない。ノア・ペニントン理論は ターゲットに金銭的負担や時間をかけずに、
SL
A
P
P
の却下
を認めることができ、
SL
A
P
P
の萎縮的効果は最少のものとなる。これに対して、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準は、まず、
提訴者が公的人物であることをターゲットが証明しなければならなず そのため、証拠開示やリサーチ等 大量の時間とお金を要求する。たとえ、提訴者が公的人物であると できたとしても、提訴者に「現実 悪意」 いう立証困難な心理状態の証明を義務づける 、この高度の証明義務は、提訴者にターゲットがより多くの証拠開示に服することを正当化する。そして、トライアルでの審理をも要求する 提訴者が勝訴することがないとしても、訴訟継続を阻止し得ないのであ
る
（11
（
。
　
両法理の差は、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準が表現の自由と名誉毀損法の領域（コモンロ 上の名誉保護） 、ノア・ペニ
ントン理論が請願権の領域に関するものであり（反トラスト法 解釈に基づく法 ） それぞれ固有の憲法解釈によるものかもしれない。仮に、ノア・ペニントン理論が有利 るとしても、反トラスト法の領域外については 連邦最高裁 判例法の下では依然として不確実性が残り、効果的な
SL
A
P
P
対策とはなりえない。そして、
SL
A
P
P
対
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三五
策として司法原理によるる救済策が不十分であるなら
ば
（11
（
、何らかの立法的解決が必要とされる。
３
　
P
O
M
E
基準
　
ノア・ペニントン理論の系譜に属するが、コロラド州最上級裁判所は、
SL
A
P
P
対策として独自の
P
O
M
E
基準を
創造した。その起源となった
P
rotect O
ur M
ountain E
nvironm
ent, Inc. v. D
istrict C
ourt
事
件
（11
（
の概要は、次のとおり
である。一九七八年、コロラド州ジェファーソン郡は、開発業者の
G
ayno
社らの開発申請を許可するため、五〇七
エーカーの土地につき用途地域の変更（
rezoning ）を行い、 「農業用地Ⅱ」から「計画的開発地域」に用途地域図
（
zoning m
ap ）を修正した。これに対して、環境団体である
P
O
M
E
が、郡のゾーニング担当部局らに対して権限踰
越と裁量権濫用を理由に許可の取消しを求めて訴訟を提起したが、
P
O
M
E
は敗訴した。そ 後、一九八〇年、
G
ayno
社は
P
O
M
E
に対して、法的手続の濫用や、民事上の共同謀議（
civil conspiracy ）を理由として、一〇〇〇万ドルの
補償的損害賠償と三〇〇万ドルの懲罰的損害賠償（
exem
plary dam
ages ）を求める訴訟を提起した。
P
O
M
E
は、本
件訴訟は、不満の救済を求めて政府 請願する いう修正第一条の権利行使であるとの理由で却下を求めたが、地方裁判所は、
P
O
M
E
の訴訟行為は「不実（
sham
） 」であるとしてその主張を認めなかった。これに対し、コロラド
州最上級裁判所 救済を求める請願権行使を理由 する却下申立 解決するための新しいルールを明らかにして本件を差し戻した。地方 判所での数年の審理を経て
G
ayno
社は最終的に訴訟を取り下げている。しかし、
「その訴訟は、約四年もの年月を浪費させ、膨大なストレスを負荷 、時間と仕事を失わせ 。そして、法的経費は鰻登りであった。
P
O
M
E
のリーダーは、自分達のコミュニティーでの環境監視を諦め、公的な生活から撤退し
た。ある者は、文字通り、タウンから引っ越した。
P
O
M
E
に対する人気のある支持は、影を潜め、貢献は干上が
り、そして、組織は壊滅した」のである。そして、多くの市民運動が「リメンバー
P
O
M
E
」というフレーズで立ち
岡　法（65―３・４） 730
三六
枯れしていっ
た
（11
（
。
　
同判決は、修正第一条の請願権行使に対する重大な萎縮的効果と根拠のない訴訟から帰結される損害という相反
する利益の調整を図る上で、当該主張の憲法上の有効性の証明を訴訟当事者に要求することでより良く達成されるのであ から、裁判所は当事者に対し、当該主張に関連するすべての資料を提出するための合理的な機会を与えなければならず、 （一） 却下申立をサマリー・ジャッジメントの申立として取り扱う、 （二） 憲法上の請願権を理由に被告が却下申立を行った時、原告 、被告の請願活動が修正第一条の下で免責されないことを証明しなければ らず（挙証責任の転換） そ 基準は高度のものでなければならない、 （三） 原告が証明すべき内容は、①被告 行政上、司法上の要求が、合理的な事実に基づく支持（
support ）を欠いている、あるいは、支持しうる場合、被告の主張の
法律上審理可能な（
cognizable ）根拠を欠いていること、②被告の請願活動の主要目的が、原告を困惑させ、ある
いは、他の不適切な目的を実現するためであること、③被告の請願活動が、原告の法的利益にとり不利な影響を与える性質を有していること、である。この基準により 仕返しの訴訟の恐怖なくして、市民が不満の救済を求めて行政や司法の手続を活用するため 憲法上の権利を保護し 同時 、これらのプロセスの濫用により真に不当な扱いを受けた者の法的利益を擁護することができる、というものである。　
P
O
M
E
基準は、ノア・ペニントン理論のラインに位置するものとして捉えられている
が
（1
（
、裁判所は、
N
ew
 Y
ork 
T
im
es
基準とノア・ペニントン理論の「不実の例外」に関する事実問題という泥沼のを避けるため、挙証責任を提
訴者に転換することにより、
SL
A
P
P
対策として魅力的な方法を生み出した。
P
O
M
E
基準は、他の司法管轄でも採
用する価値がある「治療法」であると認識されてい
る
（11
（
。
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４
　
連邦民事訴訟規則による救済策
　
SL
A
P
P
対策として、既存の連邦民事訴訟規則の諸規定を利用する方法も考えられているので、手続的規制ではあ
るが、便宜上、ここで概観す
る
（11
（
。
　
SL
A
P
P
対策として、連邦民事訴訟規則第一二条 （ｂ） （六） 「救済が与えられる基となる請求の不記
載
（11
（
」を理由に、
訴えの却下申立を認める とが考えられる。すなわち、ターゲットは、請求実体を根拠づける主張がなされていないとして抗弁を主張するものである。もっとも、第八条 （ａ） （二） は、訴答には、 「訴答者が救済を受ける権利があることを示す請求の根拠について簡明な陳述」を求めており、詳細な事実に関する主張を要求していないので、救済の不確実性は残るが、少なくとも 全く根拠のない訴訟を排除でき
る
（11
（
。たとえば、
W
estfield P
artners, L
td. v. H
ogan
事
件
（11
（
は、
SL
A
P
P
の文脈でノア・ペニントン理論を適用し、請願活動から生じる責任から、政府に請願する市民を保
護した。本件は、イリノイ州の不動産開発業者が購入した三区画の土地につき、単一家族邸宅の開発計画を立てたところ、近隣住民がアクセス道路 使用に反対して市に請願し、一九八九年八月一八日に公聴会が開催されたが、開発業者は参加しなかったため、市は、アクセス道路の使用を許可しなかった。その後 開発業者は、近隣住民らに対して、①住民らは、公務員 共謀し 適正手続を履践せず、開発業者からその財産開発の権利を剥奪した、②住民らは、公務員と共謀 故意にアクセス道路を使用させないようにして、開発業者の期待する経済的利益に干渉した、③住民らは、開発業者の信用 毀損した ④市の決定は無効 あると主張し 、総額三〇〇万ドルの補償的損害賠償と一〇〇万ドルの懲罰的損害賠償を求める訴え 提起したと う事案であ 連邦地方裁判所は、 「当裁判所は、本件を 増加傾向にある
SL
A
P
P
として知られるようになったものの一つとして、大きな危機感を持って
認識している。……
SL
A
P
P
は、計画された開発に関する市民の抗議を好ましく思わない開発業者により提起される
もので、計画された開発 する批判を黙 せるため、その批判を主導する者に対して提起される のである。過
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去一〇年にわたり、そのような訴訟の利用が多くみられている。原告の訴状の主張と事実の審査について、当裁判所は、重大な懐疑をもって、この訴訟の根底にある目的を評価す ことを強いられている」と述べた上で、ノア・ペニントン理論を引用して「請願権 行使は、強力に保護されるべきであり、そのような請願の結果に不幸 ある人物による訴訟に個人を晒すべきではない」とし その上で、開発業者の訴状は 表面上、法律により要求されるものとして州法の口実（カラー）の下でターゲットの活動が行わ ていることを証明できなかったことを理由に、連邦民事訴訟規則第一二条 （ｂ） （六） により却下した。　
また、同規則第五六条は、
SL
A
P
P
のターゲットに、サマリー・ジャッジメントを申し立てる機会を付与してい
る。サマリー・ジャッジメントの申立は、証拠開示 閉鎖の後三〇日までのいかな 時期においても申し立 ることができる。反対当事者（
SL
A
P
P
の提訴者）は、トライアルを求める真正な争点を証明する特別の事実を主張しな
ければならない もし、反対当事者の応答のため必要であれば、裁判所はさらな 証拠開示を認めることができる。もし、その訴答、証拠開示や宣誓供述書などで、全く具体的な事実に関する真の争点が存在しないことを証明すれば、サマリー・ジャッジメントが認められ 。しかし、このことは、コストのかかる証拠開示を認める可能性がある。　
SL
A
P
P
の初期段階の却下に加えて、連邦民事訴訟規則は、裁判所が
SL
A
P
P
の提訴者に制裁を科すという手段を
付与している。第一一条 （ｂ） は、訴訟代理人 、訴答書などの「文書が 嫌がらせ、不必要な遅延、訴訟費用の無益な増大等の不当な目的のために提出されたのではないこと」の保証 求めており 裁判所は、
SL
A
P
P
のターゲッ
トによる申立、あるいは、裁判所 主導により その訴訟が不適切な目的で提起されたことを認定すれば、第一一条 （ｃ） に基づき、適切 制 を課すことができ
る
（11
（
。
　
しかし、上記手続によりターゲットが対抗しうるとしても、これらは満足のいくものではない。このような対抗
反 SLAPP 法と表現の自由733
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策は、その訴訟を長引かせ、さらにコストのかかるものとなってしまう。５
　
反
SL
A
P
P
法の必要性
　
これまで見てきたように、実体的な司法原理では、
SL
A
P
P
に対抗する有効な手段となりえないことは明らかであ
る。典型的な
SL
A
P
P
は、特に提訴者と比較して、何の手段も有していない無実のターゲットに過大な財政的負担
をもたらす。その不公平を超えて、
SL
A
P
P
は、表現の自由に対する非常に過大で、窒息するような効果を引き起こ
してしま
う
（11
（
。繰り返し見てきたように、
SL
A
P
P
は、提訴者とターゲット間の大きなパワーの差ゆえに批判されてい
る。提訴者はターゲットより裕福であり、何年もの訴訟を継続する力をもっており、
SL
A
P
P
は、ターゲットのリ
ソースを浪費させる。そして、
SL
A
P
P
は、表現の自由や自由な政府へのアクセスという核となる権利に脅威をもた
らす。さらに、
SL
A
P
P
の濫訴は、司法的資源を浪費し、既に加重負担の裁判所に一層の負担を強いる。しかしなが
ら、実体的な司法原理と既存の手続的救済策
SL
A
P
P
を解決するにはあまり効果のないメカニズムとなってい
る。確かに司法的救済策は、タ にとり経済的損害を減じることに役立つが、不確実な、断片的 解決策にすぎな
い
（11
（
。
SL
A
P
P
の防止策としては、
SL
A
P
P
と区分けする、効果的な初期段階の審査を設定するもので ければ
ならず、提訴者に立証義務 転換 、さらに、
SL
A
P
P
の将来の提起に対して明確な警告を発する立法を作るしかな
いのであ
る
（11
（
。
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第四
　
反
SL
A
P
P
法の展開
１
　
反
SL
A
P
P
法の概要
⑴
　
反
SL
A
P
P
法の制定
　
SL
A
P
P
に対抗するため、現在、二九の州及び二つの地域で反
SL
A
P
P
法が制定されてい
る
（1
（
。反
SL
A
P
P
法は多く
の類似性を有するが、必ずしも同一の内容を持つものではない。 （一） 免責される活動の範囲、 （二） 保護された活動から生じた訴訟を処理するためになされる手続的調整、 （三） 訴訟が
SL
A
P
P
であると認定された時にターゲットに
対して認定される金銭的補償などについて微妙な差異がある。　
SL
A
P
P
は、ターゲット 時間とコストを負担させる量が大きければ、より効果的であり、逆に、ターゲットによ
り消費される最少のリソースでもって
SL
A
P
P
が処理されうる時、
SL
A
P
P
は、提訴者にとり生命力のある武器とほ
とんどなりえない。一般に、反
SL
A
P
P
法の有効な救済策は、第一に、保護対象として幅広い範囲をカバーするこ
とである。しかし、後述 とおり各州により広狭がある。第二に、特別の訴えの却下申立を認め、当該申立の審理を迅速に行い、同時に 証拠開示を停止することである。限定的な証拠開示を認めるにしても、慎重に処理べきである。しかし、
SL
A
P
P
の害悪は、訴えが提起されて継続し、そのまさに宙ぶらりんの状態により達成される
ので、
SL
A
P
P
が通常の訴訟として仮装されている場合、初期段階での区分けを困難なものにしている。第三に、証
明の問題として、第一段階として 自己 活動が憲法上保護されたものであ こと ターゲットが証明責任を負い、ターゲットがそれに成功すれば、次に 提起者が当該事件が請求実体の ものであることを高度 基準で証明することを要求する。第四に、上訴の権利を認めるこ 。第五に、特別の訴え却下申立が認められた場合、ターゲッ
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トは、自動的に、コスト、経費、そして、現実的損害賠償等が認定されることである。加えて、一定の付加的な証明をすれば、提訴者から懲罰的損害賠償を求めることを許容する。金銭的賠償の脅威は、
SL
A
P
P
の提訴者が訴訟の
提起を断念する十分な障害物となろう。第六に、政府がターゲットに味方して訴訟に介入す ことも有益であ
る
（11
（
。
　
このように、反
SL
A
P
P
法の特徴は、何が
SL
A
P
P
かの定義をした上で区分けして
SL
A
P
P
を排除するのではな
く、初期段階で、訴訟プロセスの中で請求実体の有無 ついて立証責任を分配しつつ選り分けしていく手法を採用している。以下において 主な反
SL
A
P
P
法の救済方法を見ていくことにする。
⑵
　
反
SL
A
P
P
法の当事者
①
　
提訴者
　
SL
A
P
P
の提訴者は、市民による批判活動により否定的な影響を受ける幅広い範囲の人々や組織がこれに該当し、
反
SL
A
P
P
法で提訴者は限定されていない。不 産の開発業者、商事会社、警察、教師、公務員、地主など多岐に
わたる。奇妙なこと
に
（11
（
、フロリダ州法は、政府機
関
（11
（
や住宅所有者団体（ホームオーナ
ー
（11
（
）に提訴者を限定している。
しかし、
SL
A
P
P
の提訴者のより明確な指標が、訴訟の背後にある動機であるとすれば、公的利益に関する事項の反
対者への仕返しで訴訟を提起する者 パブリック・フォーラムで 反対者が処罰されるという「メッセージを送付する」ことにより、将来の反対運動を挫くことを意図 る者 ある政治的、経済的利益を獲得す ため、法的システムを闘争のため使用するための単なるツールと扱う者 幅広く含め べきであり限定すべきではない。②
　
ターゲット
　
各州法の保護範囲に属する活動を行う人物が
SL
A
P
P
のターゲットとなり得る。問題は、公務員、公的手続に関
与した専門家、メディアなどがターゲットとして、反
SL
A
P
P
法の適用があるのかという点である。公務員につい
て、
Segaline v. State
事
件
（11
（
は、政府代理人は、反
SL
A
P
P
法の申立人としての「人物」ではないと結論づけた。同法
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の目的は、個人の合衆国憲法の修正第一条の権利とワシントン州憲法の権利行使を保護するものである。政府代理人は、表現の自由の権利を持っておらず、公務員は、反
SL
A
P
P
法の免責とは関係ないとされた。また、専門家の
意見や証言は、様々な政策決定過程の本質的な提唱であるが、反
SL
A
P
P
法の対象となるのかが問題とされている。
しかし、ある精神科医（提起者）に対する懲戒解雇訴訟において 州当局側に協力して、提訴者の不適切な処方や違法行為を述べた宣誓供述書を提出した精神科医（ターゲット）に対して提起された名誉毀損や悪意 告発等を理由とする
SL
A
P
P
において、
K
obrin v. G
astfriend
事件
は
（11
（
、反
SL
A
P
P
法の適用を否定した。なぜなら、 「同法は、市
民としての地位において請願する当事者による政府へ 提案を保護するよう計画されるものである。それは、契約者として政府 ため サービスを履行する 適用することを意図するものではない」 からである。 しかし、
SL
A
P
P
の萎縮的効果を避けるためにも、司法 、行政的プロセスを効果あらしめ ための証人保護という政策から 専門家証人に対する反
SL
A
P
P
法の適用を肯定すべきとの意見が強
い
（11
（
。また、提訴者が所有する島に桟橋を構築する許
可申請に対し、その島の鳥類を研究していた生物学者であるターゲットが諮問に基づき当局に対し、重要な野生生物の生息地であり 桟橋としては不適切なロケーションであるとの意見 具申したた 、提起者
SL
A
P
P
を提起
したという事案 る
B
aker v. P
arsons
事
件
（11
（
において、マサチューセッツ州最最上級裁判所は、反
SL
A
P
P
法を適
用し、提訴者は、ターゲットがその請願活動の合理的な事実に基づく支持が欠け いることの証拠を証拠の優越性により証明して ないとして却下申立 認め 。　
メディアに関して、ある弁護士に対する苦情をリポートしたメディアを名誉毀損で訴え、ターゲットはテキサス
州の反
SL
A
P
P
法に基づき訴えの却下申立をしたという事案である
A
vila v. L
arrea
事
件
（11
（
において、テキサス州控訴
裁判所は、当該リポートは公的関心事項であり、
SL
A
P
P
法の第一段階の義務を満たし、同法の第二段階の、提
訴者に一見明白なケースを 示する挙証責任の転換につい 、提訴者が一見明白なケースであ ことを、明確で納
反 SLAPP 法と表現の自由737
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得できる程度の証拠で立証しなかったと判示して却下申立を認めた。興味深いことに、提訴者は、反
SL
A
P
P
法の
目的は、より強力な利益主体による司法的攻撃から個人の表現と集会の自由を保護することであり、メディアは、明白に、名誉毀損の被害者となりうる個人を押しつぶすほど 強力な当事者であり、巨大法人が同法を使用することは皮肉であると主張した。同判決は、メディアの使用の争点に直接的には言及しなかったが、メディアに反SL
A
P
P
法の適用を肯定した事例である。より明確にメディア保護を認めたのは、
A
ronson v. D
og E
at D
og F
ilm
s, 
Inc. 事
件
（1
（
であり、同判決は、ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、 「公的関心の争点に関連する憲法上の表現の自由の権
利行使の促進する表現又 行為を基礎とする 張 適用される。焦点は、原告の訴訟原因そのものが、被告の表現の自由の権利を促進する行動を基礎にするか否かにある。……明らかに、メディア 被告が反
SL
A
P
P
法上の特別
の訴え却下申立を申し立て ことが許されている。そして 反
SL
A
P
P
法上の何ものも、より低い強度と手段しか
持たない個人に対して反
SL
A
P
P
法を強力な法人の被告が使用することを禁止していない」と判示している。確か
に、メディア会社は、典型的に 、個人 比較して、
SL
A
P
P
に対抗するためのより多くのリソースを有している
が、これらの会社は、また、メディアという性質ゆえに、多くの
SL
A
P
P
を防ぐことを強いられている。反
SL
A
P
P
法の使用をノン・メディアに制限することは、本質的に、個人を黙らせることにつながるし が、
SL
A
P
P
の脅威から 報道や調査を避けるようになる。この萎縮 効果は そのような情報を受領す 聴衆の潜在的利益奪うことになってしまうた
め
（11
（
、メディア保護の意見が強い。
２
　
反
SL
A
P
P
法の救済手段
⑴
　
免
　
責
　
ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、第四・二四・五一〇条（政府機関、あるいは、自主規制機関（
self-regulatory 
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organization ）に対するコミュニケーション︱民事責任の免除）において、政府機関等や、安全又は未来のビジネス
に関係する人々を規制し、政府機関等により権限を委任され、委任されている機関による監督に服する自主規制機関に、苦情又は情報 伝達する人はいずれも、当該機関等にとって「合理的にみて関心の対象となる事項に関して、当該機関 対して情報伝達を行ったことを理由とする訴えに対する民事責 を免除される」と規定している。実体的に一定の民事責任を免除するというもので、反
SL
A
P
P
法が手続的規制にとどまらないものといえるが、実体的
な免責規定のみでは保護は十分なものではなかっ
た
（11
（
。
⑵
　
特別の訴え却下の申
立
（11
（
　
前述のとおり、
SL
A
P
P
に対抗する最良の方法は、裁判所による初期段階での訴え却下と迅速な審理であ
る
（11
（
。ほと
んどの州がこの方法を採用しており、カリフォルニア州 反
SL
A
P
P
法は、 「公的争点と関連する、合衆国憲法ない
しカリフォルニア州憲 の下での請願、あ いは、表現の自由の個人的権利の増進 おけ 行為から生じた訴えを却下する特別 申立」において、 「合衆国憲法ないしカリフォルニア州憲法の下で、公的争点と関連して、その人物の請願権ないし表現の自由権を促進する上で、その人物の行動から発生したその人物に対する訴訟原因は、もしその訴訟において原告が勝訴する蓋然性が存在することを原告が証明したと裁判所が決定できなければ、特別の訴え却下申立（
m
otion 
to 
strike ）に服する」と規定す
る
（11
（
。また、ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、 「当事者は、本条
（二）項で定義したように、公的参加 いし請願に関する活動 理由とするすべて 訴えを却下 特別の申立（m
otion to strike ）を行うことができる」と規定す
る
（11
（
。さらに、コロンビア特別区の反
SL
A
P
P
法は、 「特別の訴え
却下の申立（
special m
otion to dism
iss ） 」は、 「当事者は、その訴えの申立後四五日以内に、公的利益の争点を提唱
する権利を促進する行動に端を発 、あらゆる訴え 却下 特別の申立 行うこ ができる」と規定
し
（11
（
、テキ
サス州の反
SL
A
P
P
法も、 「訴え却下の申立（
m
otion to dism
iss ） 」は、 「もし、法的活動が、表現の自由、請願権、
反 SLAPP 法と表現の自由739
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あるいは、集会の自由に関する当事者の権利行使に依拠し、関連し、あるいは、応答するものであれば、その当事者は、訴え却下の申立を行うことができる」と規定してい
る
（11
（
。
⑶
　
迅速な進行
　
ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、
SL
A
P
P
の提起から六〇日以内に特別の訴え却下の申立を行わなければならず、
特別の訴え却下の申立の送達の日から三〇日以内に審理（
hearing ）を行い、審理から七日以内に決定をしなければ
ならないと規定す
る
（11
（
。また、テキサス州の反
SL
A
P
P
法は、
SL
A
P
P
の提起から六〇日以内に特別の訴え却下の申立
を行わなければなら
ず
（1
（
、特別の訴え却下の申立があった場合、申立の送達の日から六〇日以内に審理（
hearing ）を
行
い
（11
（
、審理から三〇日以内に決定をしなければならな
い
（11
（
と規定する。後述のとおり、コストのかかる証拠開示は制
限されているので、ターゲットにとり、この迅速な処理は経済的な負担を緩和するのみならず、逆に、
SL
A
P
P
の提
訴者に仕返し的な訴訟を思いとどまらせ ことが可能とな
る
（11
（
。なお、メイン州の反
SL
A
P
P
法は、特別の訴え却下
申立期間は六〇日以
内
（11
（
、コロンビア特別区は、特別の訴え却下申立期間は四五日以内である
が
（11
（
、迅速に処理する審
理を開き、審理後に出来る限り実効性のある決定を下すことを要求するのみ
で
（11
（
、期限は規定していない。アーカン
ソー州のように三〇日 限定されたも もあ
る
（11
（
。あるいは、メリーランド州の「出来る限り迅速な実践的な」基準
のよう
に
（11
（
、裁判所の裁量に委ねられたものもあ
る
（11
（
。
⑷
　
証拠開示の一時停止
　
周知のとおり、アメリカ合衆国の民事訴訟手続において、証拠開示手続が時間の点でも費用の点でも大きな部分
を占めており、この装置も戦略的 利用することは不可能でなく、さらには不当な結果をもたらすような濫用の可能性もありう
る
（1
（
。
SL
A
P
P
の戦略の一つがターゲットに対する証拠開示による負担の賦課である。そこで、多くの州
で、特別の訴え却下 申立がなされた場合、原則として証拠開示は停止され 。あるいは、限定的な証拠開示を許
岡　法（65―３・４） 740
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容しているにすぎない。例えば、ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、 「すべての証拠開示及び訴訟における、すべての
未決定の審理、あるいは、申立は、本条（四）項に基づき、特別の訴え却下申立の申立てに伴い、停止されなければならない」と規定
し
（11
（
、カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法は、 「訴訟上におけるすべての証拠開示手続は、本条に基
づきなされた申立の通知により停止される」と規定してい
る
（11
（
。もっとも、 「裁判所は、告知された申立、及び、証明
された正当 理由ゆえに、本項にもかかわらず 特別の証拠開示が行われることを命令してもよい」とされてい
る
（11
（
。
さらに、テキサス州の反
SL
A
P
P
法は、 「当事者による申立により、あるいは、職権により、及び証明された正当な
理由により 裁判所は、そ 申立と関連する特殊の限定的証拠開示を許容してもよい」 規定してい
る
（11
（
。限定的で
あれ、証拠開示を認める規定は、訴訟を長引かせる恐れがある。ワシントン州法の改正前の事件であるが、
R
ight-
P
rice R
ecreation, L
L
C
 v. C
onnells P
rairie C
om
m
unity C
ouncil 事
件
（11
（
において、名誉毀損訴訟で現実の悪意基準によ
りターゲットは勝訴したものの、証拠開示を争点化することにより 三年以上の論争に巻 込まれてい
る
（11
（
。
⑸
　
立
　
証
　
裁判所は、証拠開示が制限されているため、訴答及び宣誓供述書等により審理され、カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法は、 「この決定をする上で、裁判所は、責任ないし抗弁が基礎としている事実を述べている、訴答、及び、
賛成又は反対の宣誓供述書を考慮しなければならない」と規定す
る
（11
（
。ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、 「本項 （ｂ） の
下で決定する上で、裁判所は、訴答、責任ないし抗弁が基礎 する事実を述べている賛成又は反対 宣誓供述書を考慮しなければならない」と規定してい
る
（11
（
。そして、証明に関しては、後述の保護範囲の議論と密接に関連してい
るが、例えば、テキサス州の反
SL
A
P
P
法は、第一段階で、ターゲットは、証拠の優越性により、自己の法的活動
が、①表現の自由の権利、②請願権、③集会の自由の権利行使と関連して、あるいは、応答したことを根 と たものであ ことを証明しなければならない。もし ターゲットがこの義務を満たさなければ、裁判所は、その申立
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を認めることはできない。もし、ターゲットがこの義務を満たせば、次に、その義務は提訴者にシフトし、その訴訟の却下を妨げる質問にお て、訴訟の各本質的要素 ため、明確で特殊な、一見してもっともらしい証拠により証明する義務 果たさなければならな
い
（（11
（
。その申立の決定をするため、裁判所は、訴答や双方の宣誓供述書を審査
しなければならないと規定してい
る
（（1（
（
。要するに、反
SL
A
P
P
法は、実質的に立証義務を提訴者に転換し、提訴者に、
自己の主張を正当化することを要求している。多くの州の反
SL
A
P
P
の法も同様の構造を採用してい
る
（（10
（
。
⑹
　
弁護士費用等の賠償
　
反
SL
A
P
P
法の対抗策の財政的抑止力として、ターゲットに対する金銭的補償の認定がある。多くの州法で、ター
ゲットが特別の訴え却下申立で勝訴すれば、ターゲットに合理的なコス や弁護士費用を補償することを許容している。ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、 「本条に規定する抗弁に成功した者は、抗弁の証明につき発生した訴訟費
用、合理的な弁護士費用に加えて一万ドルの法定損害賠償を受け取る権利が与えられる。制定法上の損害賠償は、もし、苦情や情報が悪意（
bad faith ）で伝達された場合は、損害賠償は否定される」と規定してい
る
（（10
（
。さらに、申
立に勝訴すれば、ターゲットに付加的な現実的、懲罰的損害賠償を許容する例もある。通常、損害賠償の認定には、提訴者 「ハラスメント」目的があったことなど 証明 る いう付加的な義務を に課してい
る
（（10
（
。テキ
サス州の反
SL
A
P
P
法も、 「もし、裁判所が本条の下で訴えの却下を命じたならば、裁判所は、申立当事者に対して
損害賠償を認定しなければなら い」 、 「 （一） 裁判コスト、合理的な弁護士費用、そして、正義と衡平が要求するような訴訟の防御 ため発生したその他経費。そして、 （二） 裁判所が、本条において述べられた類似の訴訟を提起することから、訴訟 提起 た当事者を挫くのに十分であると決定した、訴訟を提起した当事者に対する制裁金」規定してい
る
（（10
（
。これらの損害賠償は義務的（強制的）であ
る
（（10
（
。制裁の目的は、提訴者がさらなる
SL
A
P
P
を将来に
提起することを挫くことである。損害賠償が認定される可能性とその可能性 ある損害賠償額が大きければ、
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SL
A
P
P
に対する抑止力は十分であ
る
（（10
（
。しかしながら、懲罰的損害賠償に付加的な証明を求める場合、その証明のた
め、さらなる時間と金銭を割くことを強制される危険がある。　
改正前のワシントン州法下の事件であるが、弁護士費用等の請求に関する
G
ilm
an v. M
acD
onald
事
件
（（10
（
において、
「コモンロー上の名誉毀損訴訟における抗弁として争っている場面で、当事者がその抗弁で勝訴できるか否か、例えば、善意で行動したとかの決定は、コモンロー上の名誉毀損訴訟で有効な特権の濫用 主張を支配する同様の原理を使用することによりなされるべきであ」り、 「名誉毀損訴訟の被告が、公務員へのコミュニケーションが善意でなされたとの理由でワシントン州の反
SL
A
P
P
法の下での免責を主張する場合、その証明義務は名誉を侵害された
当事者の側にあり、被告が善意で行動しなかったことを明確で納得 せ 証拠により証明しなければならない。このことは、名誉を侵害され当事者が、明確で納得させる程度の証拠により、被告がコミュニケーション 虚偽性を知っており、あるいは、それらの虚偽性に関して無謀な無視で行動したことを証明しなければ らない」と判示し、ターゲットが郡の公務員への叙述の虚偽性を知りつつ行動し あるいは、そ 虚偽性に関して無謀 無視でもって行動したとの明確で納得させる証拠がないと結論づけたが、解決まで三年以上の時間 費や 、時間とともに、このことは、事実問題の争点に分け入る可能性を示してい 。　
なお、金銭的補償を求める方法として、ターゲットが提訴者に対して損害賠償を求める反訴（
counterclaim
 
or 
countersuit ）の手法があ
り
（（10
（
、
SL
A
P
P
バックとして言及されている。例えば、ネバダ州の反
SL
A
P
P
法は、補償的損
害賠償や懲罰的損害賠償などについて 「訴訟を提起された人物は、 別途の損害賠償請求訴訟を提起す こと できる」と規定
し
（（（1
（
、また、ハワイ州の反
SL
A
P
P
法は、 「本条の下で権利違反で提起された請求を理由として損害又は侵
害を受けた人物は、有責者から、懲罰的損害賠償、弁護士費用、及びコスト ともに、現実的、補償的損害賠償を求める訴訟上の請求（
claim
）の形態で救済を求めることができる」と規定してい
る
（（（（
（
。特別の制定法のない州におい
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ても、
SL
A
P
P
のターゲットは、不当訴訟を理由として不法行為上の請求も可能である。カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法は、
SL
A
P
P
バックは、通常の不当訴訟とは異なるものと理解して特別の規定を設けてい
る
（（（0
（
。
SL
A
P
P
バッ
クとは、 「第四二五． 一六条の特別の訴え却下申立に従い却下された以前の訴訟原因の提起又は維持から生じた悪意の告発、あるいは、手続の濫用を理由とする訴訟原因」であると定義されてい
る
（（（0
（
。
SL
A
P
P
バックも、提起者に些細
な訴訟を提起した結果として損害賠償が認定される可能性を考慮することを強いることにより、
SL
A
P
P
に対する
一定の抑止効を有 るが、上述と同様に、訴訟継続に伴う付加的な時間とコストの負担の危険がある。⑺
　
上
　
訴
　
特別の訴え却下の申立に対する命令に対し、上訴が可能か否かが問題となる。ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、
「すべての当事者は、特別申立に関するトライアル・コートの命令、あるいは、命令を出さなかったことに対して、時宜を得た態様で、簡易手続による上訴（
expedited 
appeal ）の権利を有する」と規定す
る
（（（0
（
。そして、テキサス州
な
ど
（（（0
（
多くの州で、中間上訴（
interlocutory 
appeal ） 、あるいは、即時抗告（
im
m
ediate 
appeal ）の権利を認めてい
る
（（（0
（
。例えば、
Schelling v. L
indell 事
件
（（（0
（
において、メイン州の最上級裁判所は、 「我々は、反
SL
A
P
P
法に従い提起さ
れた特別の却下申立の否定に対する中間上訴を許容す 。なぜなら、当審で、これらの決定に対す 評価を許容しないことは、反
SL
A
P
P
法がまさに避けようとした害悪である付加的な訴訟コストを被告に課すことになり、被告
の実質的な権利の喪失を帰結するからであ 」と判示している。もっとも、中間上訴を肯定したとしても、上訴において特別の訴え却下申立が肯定される保障はなく、さらに 高額で時間浪費型の審査が継続する危険も残されている。⑻
　
政府の介入
　
さらに、いくつかの州は、州司法長官、あるいは、他の政府代理人 、
SL
A
P
P
のターゲットに味方して、
SL
A
P
P
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に対して防御するため介入することを許容している。例えば、ワシントン州の反
SL
A
P
P
法は、 「司法長官の事務
所、あるいは、申立当事者の活動が向けられた政府機関は、申立当事者を防御し、他の方法で支持するために介入することができる」と規定してい
る
（（（0
（
。また、マサチューセッツ州法は、 「司法長官は、自己の判断で、あるいは、申
立当事者の活動が向けられていた政府機関ないしその下位機関を代理して、そのような特別の申立において申立当事者を防御し、又は、他の方法で支持するため介入することができる」と規定す
る
（（（0
（
。介入の程度によるかもしれな
いが、
SL
A
P
P
がターゲットに対して有しているに萎縮的効果を減じることができ
る
（（01
（
。
３
　
保護の範囲
⑴
　
反
SL
A
P
P
法の分類
　
反
SL
A
P
P
法の保護範囲については、各州ごとに多様性をもっており、いくつかの分類が可能である。例えば、
その保護範囲に関し、 （ⅰ） 保護される行為が限定され 立法 （第一類型の立法） 、 （ⅱ） 保護される行為が極端に走らない中間の立法（第二類型の立法） 、 （ⅲ）保護される行為の保護領域が極めて広い立法（第三類型の立法）に類型化した
り
（（0（
（
、ほぼ同様
に
（（00
（
、 （一） 「公的請願ないし参加に関する訴訟」を公的候補者ないし許可申請者により提起された
訴訟に限定する場合（ニューヨーク州） 、準司法手続における公開審理、公開集会との関連でなされた行為や表現に限定する場合（ミズーリー州） 、名誉毀損訴訟から出版物を免責す 場合（オクラホマ州） 、そして、政府等やホームオーナーズ協会により提起された訴訟に限定する場合（フロリダ州）である。これらは、ほん 限定的 保護しか付与しないものであり、同法によりカバーされない多くの他 形態の請願活動から生じた
SL
A
P
P
に対して市民
を脆弱なままにしている。 （二） 請願活動に幅広い保護 付与 ている場合（イリノイ州、マサチューセッツ州、ネバダ州、メイン州 ど）である。 （三） 公的利益の争点と関連してなされた請願活動をカバー 場合（カリフォル
反 SLAPP 法と表現の自由745
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ニア州、インディアナ州、ルイジアナ州、ニューメキシコ州など）に分類され
る
（（00
（
。
　
しかし、各州法は、各州の実体的な憲法価値、歴史的な立法事実に基づき反
SL
A
P
P
法を制定しているのであり、
必ずしも政策的に保護範囲の広狭を決定しているのではない。そこで、各反
SL
A
P
P
法の制定の背後にある実体的
価値基準に応じて分類するのが妥当である。本稿では、 （一）
O
m
ni 基準に基づくもの（イリノイ州、ミネソタ州、
ロードアイランド州など） 、 （二）
P
O
M
E
基準に基づくもの（アリゾナ州、マサチューセッツ州、バーモント州など） 、
（三）
N
ew
 Y
ork tim
es
基準に基づくもの（カリフォルニア州、デラウェー州、オレゴン州など。ワシントン州及びテ
キサス州も含まれると思われる。 ）に分類して検討す
る
（（00
（
。
⑵
　
O
m
ni 基準の受容
　
O
m
ni 判決で創造された
O
m
ni 基準に依拠する一群の反
SL
A
P
P
法がある。
O
m
ni 判決は、前記の通り、 「公務員
に影響を与えようとする共同行為を、その意図ないし目的にかかわらず、反トラスト法から保護するもので」 、「
N
oerr
判決の『不実の』例外は、そのプロセスから導かれる結果と対立するものとして、政府のプロセスを、反
競争的な武器として人民が使用するという状況に関するもの」で、 「ライセンスの不許可を実現することを期待するのではなく、単に、経費を負担させ、遅延させることを目的とした、競争相手のライセンス申請に対する些細な異議申立」であり 「 『不実の』状況とは、全く真実は、被告の活動が好ましい政治活動を獲得することに向けられていない被告を含む」と判示している。この理論に従い、イリノイ州 反
SL
A
P
P
法は、 「請願、表現、集会、及び
政府への参加の憲法上の権利を促進する活動は、有利な政府の活動 結果 あるいは、成果を獲得す 方向に真に向けられ 場合 除き、意図・目的にかかわらず、免責される」と規定 てい
る
（（00
（
。また、ミネソタ州法は、
「もし、当該行為又は表現が、不法行為 あるいは、ある人物の憲法上 権利違反を構成するものでなければ、全体であれ一部であれ、有利な政府活動を獲得することに真に向けられた合法な行為 表現は免責される」と規
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定してい
る
（（00
（
。しかし、これでは、保護範囲が非常に限定されることになろう。
⑶
　
P
O
M
E
基準の受容
　
他方、司法原理である
P
O
M
E
基準を州法に取り込む例がある。
P
O
M
E
基準とは、上述のとおり、 （一） 訴え却下
申立をサマリー・ジャッジメントの申立として取り扱う、 （二） 憲法上の請願権を理由にターゲットが訴え却下申立を行った時、提訴者は、ターゲットの請願活動が修正第一条の下で免責されないことを証明しなければならず（挙証責任の転換） 、その基準は高度のも でなければならない、 （三） 提訴者が証明すべき内容は、①ターゲットの行政上、司法上 要求が 合理的な事実に基づく支持（
support ）を欠いている、あるいは、支持しうる場合、ターゲッ
トの主張の 律上審理可能な（
cognizable ）根拠を欠いていること、②ターゲットの請願活動の主要目的が、提訴
者を困惑させ、あるいは、他の不適切 目的を実現するためであること、③ターゲットの請願活動が、提訴者の法的利益にとり不利な影響を与える性質を有していることである。例え 、アリゾナ州の反
SL
A
P
P
法は、 「裁判所
は、もし、その申立が された当事者が、申立当事者の請願権 権利行使が、全く合理的な事実に基づく支持 欠き、あるいは 全く論証できる法律上の理由を含んで ないことを証明できなければ、そ 申立を認容する」と規定す
る
（（00
（
。また、マサチューセッツ州法は、 「もし、そのような特別の訴え却下申立がなされた相手方当事者が、 （一）
申立当事者の請願権行使が、全く事実に関する合 的な支持を欠き、あるいは、全く法律上審理可能な根拠が欠けていること、 （二） 申立当事者の行動が、応答当事者に現実的損害 引き起こすこ を証明できなければ、裁判所は、特別の申立を認容してよい。その決定に際し、裁判所は 責任 い 抗弁が根拠とする事実 述べて る 訴答及び支持又は反対する宣誓供述書を審査しなければならない」と規定してい
る
（（00
（
。さらに、バーモント州法は、 「 （一） 裁
判所は、原告が次の事項を証明できなければ、特別の訴え却下申立を容容しなければならない （
A） 被告の表現の
自由の権利ないし請願権行使が全く合理的な事実に関する支持及び全く法律上審理可能な根拠 欠いていること、
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（Ｂ） 被告の行動が原告に対して現実的な損害を引き起こすこと。 （二） その決定に際し、裁判所は、責任ないし抗弁が根拠とする事実を述べている、訴答及び支持又は反対する宣誓供述書を審査しなければならない」と規定している
（（00
（
。
⑷
　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準の受容
　
カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法は、 「公的争点と関連して、その人物の請願権ないし表現の自由権を促進する上
でのその人物の行動から発生した当該人物に対する訴訟原因は、もし、その主張において原告が勝訴する蓋然性が存在することを原告 証明したと裁判所が決定できなければ、特別の訴え却下申立に服する」と規定す
る
（（01
（
。ワシン
トン州の反
SL
A
P
P
法は、 「どのように特徴づけられようとも、公的参加及び請願に関する活動を理由とした、すべ
ての主張に適用される」と規定
し
（（0（
（
、 「公的参加及び請願に関する活動」とは、 「 （ｄ） 公的関心の争点に関連して、公
衆やパブリック・フォーラムに開かれた場所で、なされたあらゆる口頭の叙述、あるいは、記述された叙述、あるいは、提出された他の書面。あるいは、 （ｅ） 公的関心の争点について憲法上の表現の自由 権利行使の促進における、あるいは、憲法上の請願権行使の促進における、すべての他の合法 行為」と規定す
る
（（00
（
。また、コロンビア特
別区の反
SL
A
P
P
法は、 「当事者は、訴状の送達後四五日以内に、公的利益の争点を提唱する権利を促進する行動に
端を発す 訴えを却下する特別 申立を うこと できると規定
し
（（00
（
、公的利益の争点について提唱する権利を促進
するとは、 「 （ⅱ） 公的利益の争点と関連す 、公衆にオープンな場所、あるいは、パブリック・フォーラム」でなされた記述の、又は 口頭の叙述、そして、 「 （Ｂ） 公的利益の争点と関連して、政府に請願し 多くの公衆に意見を伝達することに関する、表現行為、他 表現」を含み、 「 『 的利益（
public 
interest ）の争点』とは、健康、あるい
は、安全、環境、経済、ある コミュニティー 福利、地方政府、公的人物 あるいは、市場における商品生産物 あるいは、サービスに関す 争点を意味する。 『公的利益の争点』のタームは、公的重要性のある事項につ
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いて情報を共有し、あるいは、批判する方向ではなく、話者の経済的利益を保護する方向に主に向けられた叙述のような、私的な利益を含むものと構成されてはならない」と規定してい
る
（（00
（
。
　
それでは、 「公的利益」ないし「公的関心事項」とは何を意味するのか。究極的には、各州の反
SL
A
P
P
法の裁判
所による解釈に委ねられ
る
（（00
（
。ワシントン州では、
A
ronson
判決において、 「公的関心の争点に関連して、憲法上の表
現の自由の権利行使を促進する、あらゆる行為が同法の保護の対象となる。私的な当事者の原告と比較して、被告が強力な営利会社と考えられることは 同法の現代の枠組みの下 全く重要ではない。まして、 が公的人物ではないことも重要ではな 。公 人物は それだけで 同法の公的利益の要素を満たすかもしれないが、広汎な公的利益のある話題に関する討論とその個人が直接の関連性を有する限り、私人もこの要件を充足する」と幅広く解釈してい
る
（（00
（
。また、
P
hoenix T
rade\ing,Inc. v. K
ayser
事件
は
（（00
（
、刑務所で使用されている歯ブラシの品質に関する叙
述に反
SL
A
P
P
法を適用した。
N
ew
 Y
ork Studio, Inc. v. B
etter B
usiness B
ureau of A
laska, O
regon and W
estern 
W
ashington
事
件
（（00
（
は、タレントのオーディションに関するプレス・リリースに適用してい
る
（（00
（
。前述の
P
om
e
判決で
も明らかなとおり、環境保護は憲法上 主題であり、疑いなく公的 心事項であ とされる。さらに前述の
G
ordon 
事
件
（（01
（
も、市民の監視グループによる環境計画への参加は、環境保護に関する政府の取組みが効果的に実施されるこ
とを保障するのに不可欠である。多くの民事訴訟が、迅速な審査と、環境 ためプロジェクトを安全にする上 重要なツールとして奉仕する、環境法に規定された手続の厳格な遵守と う重要な原理を確立してきた。市民活動は、それが継続されるべきものであれば、育成されなければならず、そして、主目的か否かを問わず、参加 威嚇し、参加の代償を払わせ ことを企てた訴訟から保護されなければなら いと判示している。
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４
　
反
SL
A
P
P
法の「勝訴の蓋然性」
　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準を使用する反
SL
A
P
P
法は、当該訴訟を生き残らせるために、
SL
A
P
P
の提訴者に請求実体
のある「勝訴の蓋然性」の証明を義務づけている。憲法や制定法上の特権の正当な抗弁が提出されれば、その立証は困難とな
る
（（0（
（
。前記のとおり、カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法は、公的争点と関連して、その人物の請願権ない
し表現の自由を促進する上でのそ 人物のあらゆる行動から発生した人物に対する訴訟原因につき、 「もし、 その訴訟において原告が勝訴する蓋然性が存在することを原告が証明したと裁判所が決定できなければ、特別の訴え却下申立（
m
otion to strike ） 」を認めてい
る
（（00
（
。また、ワシントン州の反
SL
A
P
P
法
も
（（00
（
、 「本章の下での訴えを却下する特
別申立を行う申立当事者は、その訴えが公的参加ないし請願に関係する行動を理由とするものであることを証拠優越性により、第一次的立証義務を負う。もし、申立当事者がこの義務を満たせば、その義務は、明確で納得させる程度の証拠により、その主張で勝訴する蓋然性を証明するように応答当事者に転換される。もし、応答当事者がこの義務を満たせば、裁判所 、この申立 否定してよい」と規定してい 。　
それでは、 「勝訴の蓋然性」とは、いかなる概念なのか。
W
ilcox v. Superior C
ourt
事
件
（（00
（
は、カリフォルニア州の
反
SL
A
P
P
法上の「勝訴の蓋然性」を検討する上で、
SL
A
P
P
の典型的な特徴は、請求実体（
m
erit ）を欠き、表現
の自由や不満救済のための政府への請願権というターゲットの正当な権利行使への萎縮的効果を持っているが、反SL
A
P
P
法は、即座の経費のかからない正体の暴露及び
SL
A
P
P
の却下を規定することにより、これらの特徴を減退
させることを意図してい 。
SL
A
P
P
は、請求実体の欠如により、通常の不法行為訴訟とは区別されるが、反
SL
A
P
P
法の目的の一つは、初期の段階で、そのような請求実体 ない訴訟 排除することであり、提訴者 は、ターゲット 主張する憲法上の抗弁が法律事項として本件に適用されないことの証明、あるいは、事実の審査官により受け入れられたとして、そのような抗弁を否定する事実の一見明白 証明により、訴訟原因に請求実体があ こと
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を証明する義務を提訴者が満たすのと同様の態様で果たされるべきであると判示した。 「勝訴の蓋然性」につき、反SL
A
P
P
法は裁判所が使用すべき基準を全く説明していないが、裁判所は、
W
ilcox
判決の分析を受け入れてきた。
W
ilcox
判決は、①「勝訴の蓋然性」とは、 「合理的蓋然性」より低い基準を意図するものではなく、②「被告の主
張する憲法上の抗弁が法律事項として本件に適用されないことの証明」 、あるいは、事実審査に入ったとしても、そのような抗弁を否定する事実の一見明白な証明をすることを要求してい
る
（（00
（
。また、ある市の市議会議員が、自分に
対して虚偽の告発に基づきリコール・キャンペーン 主導したとして、同僚の四人の市議会議員を名誉毀損で訴えた事案である
R
obertson v. R
odriguez
事
件
（（00
（
は、
W
ilcox
判決を引用して、反
SL
A
P
P
法に基づく特別の訴え却下申立
を認めた。同判決は、
N
ew
 Y
ork T
im
es
判決の原理は、我々に、明確で納得させる程度の証明基準の下で有利な名
誉毀損の判決を維持することの、十分な一見明白な事実の証明を提訴者（公的人物 あることを争わなかった）
 が
行ったか否かの 定を全記録の独立の評価でもって行うことを指示している。法は、責任、あるいは、抗弁の基礎となる事実を述べている賛否の宣誓供述書 精査を要求する により、現実の悪意の欠如 ような、ターゲットの憲法上の抗弁に対処することを提訴者に要求してい 。この義務は、提訴者がそ 訴訟原因の請求実体を証明する義務を満たすのと同様の態様 、果たされなければ らない。すなわち、ターゲットの主張する憲法上の抗弁が、もし、事実の審査官により受け入れられ なら、そ よう 抗弁が否定されるという事 一見明白な証明により、あるいは 法律事項として、そ ケースに適合しない 証明 ことによら ければならず、本件で 提訴者は、ターゲットが現実の悪意で告発したことを一見明白 証明 すること できなかったと結論づけた。 ここでは 「勝訴の蓋然性」を証明する基準 憲法上の抗弁として 「現実 悪意」基準を満たす必要があると ている。さらに、名誉毀損訴訟であ
V
isant C
orp. v. B
arrett
事
件
（（00
（
は、
W
ilcox
判決を引用して、 「勝訴の蓋然性を証明する
ため、原告は、もし、原告により提出された証拠が信頼 き も であれば、訴状（
com
plaint ）が、法的に不備が
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なく（
sufficient ） 、勝訴判決を維持するための十分な一見明白な事実の証明により支持されることを証明しなけれ
ばならない。その証明は、当該責任や抗弁が基礎としている事実を述べる、賛成の、あるいは、反対の宣誓供述書とともに、訴答（
pleadings ）を根拠になされなければならない。訴答それのみでは、一見明白なケースであること
の証明は不十分である。原告は、トライアルでの勝訴の蓋然性を証明する、証拠能力のある （
adm
issible ）証拠を提
出しなければならない。原告の勝訴の蓋然性を証明する義務は高度なものではない。我々は、信頼性を評価しないし、証拠 重みを評価しない。そ 代わり、我々は、原告にとり有利な全 拠を真実のものとして受け入れ、それが、法律事項として原告の主張を打ち破るか否かを決定する限りで被告の証拠を評価する。最小限度の請求実体（
m
inim
al m
erit ）でさえ欠くところの請求原因のみが、
SL
A
P
P
を構成する」として、本件では、最小限度の請求
実体が認められるとして、特別の訴え却下申立は否定された。さらに、
M
etabolife International, Inc. v. W
ornick
事
件
（（00
（
は、勝訴の可能性として、ターゲットの表現が公的関心事項なので、その叙述が虚偽であること、現実の悪意で
なされたことを証明 なければならないと判示した　
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準の「現実の悪意」の保護範囲が狭く、あるいは、その主観ないし心理状態を問題とする点
で、ノア・ペニントン理論よりも劣る の議論が存在すること 前述のとおりである。しかし、 「公的関心事項」にまで反
SL
A
P
P
法の保護範囲を拡大し、提訴者が「現実の悪意」を「勝訴の蓋然性」という枠組みで証明するので
あれば、 ノア・ペニントン理論に基づくよりも保護範囲が広く、
SL
A
P
P
の萎縮的効果を最小にできる可能性がある。
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五八
第五
　
反
SL
A
P
P
法の限界
１
　
反
SL
A
P
P
法の問題点
　
前述の
M
etabolife
判
決
（（00
（
は、 「カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法は、コストのかかる、時間を浪費する訴訟を通して
表現を萎縮することを目的とする、請求実体のない修正第一条に関する事件の初期段階での却下（
dism
issal ）を許
容するために制定されたものである。同法の下で、民事訴訟の被告は、表現の自由、あるいは、請願権の増進をする上での活動 根拠とする訴訟 原因を削除（
strike ）することを申し立てることができる（法四二五条の一六
（ｂ） ） 。 「増進する上での活動」とは、 「公的利益の争点と関連するパブリック・フォーラムにおいてなされた、あらゆる口頭の叙述を含んでいる」とその意義を述べている。また、
N
. A
m
. E
xpositions C
o. L
td. P
ʼship v. C
orcoran
事
件
（（01
（
は、 「同法は、一般に反
SL
A
P
P
法として知られているが、不満を求済するための請願や表現の自由の憲法上の権
利行使を保護することを意図して 。……同法は、
SL
A
P
P
、すなわち、勝訴しないことが計画され、むしろ、請
願権を しようとする個人に対 仕返しをし、減退させ ことを計画した訴訟であるが、
SL
A
P
P
に対する適切
な解決のため、特別の訴え却下申立を創造した」と述べている。このように、反
SL
A
P
P
法を評価する裁判例が多
いが、しかし、一九八九年にワシントン州 反
SL
A
P
P
法が制定されてから約一七年が経過したものの、連邦レベ
ルでの反
SL
A
P
P
法は制定されず、まだ約二〇の州において反
SL
A
P
P
法が未だに制定されていない。反
SL
A
P
P
法
の制定に対して、根強い反対論が存在することもまた事実である。反
SL
A
P
P
法に対して、浴びせられる反対論は、
①表現の自由を争点とする訴訟の広範な濫用が存在すると う正確なデータがない、②反
SL
A
P
P
法が、いかなる
特殊なケースを是正すること 意図する かを説明していないというものであ
る
（（0（
（
。
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⑴
　
平等権
　
反
SL
A
P
P
法は、ある意味、裁判を受ける権利を制限するものであり、平等権に違反するのではないかとの議論
がある。反
SL
A
P
P
法は特定のカテゴリーに属する訴訟を禁止するものではなく、軽薄な訴訟を排除するという立
法目的によるものであり、また、早い段階で、裁判所に訴訟の請求実体の有無を審査させるものである。
L
ee 
v. 
P
ennington
事
件
（（00
（
は、立法府は、制定法により訴訟の種類を画定する権限を有しており、反
SL
A
P
P
法は、明確に禁
止されている基準、すなわち、人種、宗教、年齢、ジェンダー、文化、政治、あるいは、肉体的特徴を使用していないので、それが州の正当 利益を促進する限りにおいて合憲であるとしている。今のところ、反
SL
A
P
P
法に対
する平等権違反と う主張は、重要な脅威を与えて ない。⑵
　
デュープロセス
　
また、反
SL
A
P
P
法は、初期の段階で請求実体のない訴訟を排除するという「入口の証明」を作出するものであ
るが、証拠開示は認めら ず、挙証責任の転換がなされ 陪審の評決を経ないため このことは 逆に、正当な利益を有する訴訟を進行させることに対する重大 障害物となってお 、デュープロセスに反する の主張がなされている。　
上記
L
ee
判決において、提訴者が、反
SL
A
P
P
法が、事実審裁判所における陪審による評決の下での「勝訴の蓋
然性」の判決す ことを求めるという提訴者のデュー・プロセスの権利 否定すると主張したのに対し、反
SL
A
P
P
法の目的は、請求実体のない訴訟からの手続的遮蔽物（
screen ）として機能することであり、それは、法的手続の
あらゆる段階で裁 所が決定することのできる法律問題（
question of law
）なのであるとし、提訴者は、陪審が提
訴者が主張する不法行為上の主張の要件事実を判断する前 、提訴者 主張の「勝訴の蓋然性」のみを証明することが要求されるにすぎない。反
SL
A
P
P
法は、正当な主張をする誰に対しても、司法プロセスを通して事件を遂行
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六〇
することを禁止するものではないので合憲であると結論づけた。また、
M
oore v. Shaw
判
決
（（00
（
は、トライアル・コー
トは、申立に対する決定において証拠を評価せず、単に、その訴訟を前に進めることを是認する一見明白な証明がなされたか否かを決定するだけなので、陪審による裁判を受ける権利を損なうものではない。証拠が矛盾するか否かにかかわらず、もし、原告が、十分な訴答と、一見明白な事件であること トライアルで証明できるであろうことを立証する証拠を提出すれば、原告は手続を進めることが許されるのである 判示した。　
これに対して、ニューハンプシャー州の立法府が、カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法をモデルとした反
SL
A
P
P
法
を制定しようとしたところ、州の最上級裁判所 意見において、同法は、原告 陪審によるトライアルの権利に干渉することに り、憲法に違反する 結論づけてい
る
（（00
（
。
２
　
反
SL
A
P
P
法の救済の調整的関心
　
請願権行使に関して訴訟が提起された場合、確かに請願権行使は憲法上保護された活動であるが、他方、請願権
行使は無制限ではないことも事実である。例えば 請願活動が完全に名誉毀損責任から免責 というわけではない。そこで、
SL
A
P
P
のターゲットによる正当な請願活動の権利と、正当な訴訟を提起する提訴者の権利との間の
調整が必要になってくる。 べての市民が 裁判所にアクセスし、請求実体 ある主張が陪審により審理される憲法上の権利を有している。また、訴訟そのものが請願権行使であると れば 提訴者とターゲットの両方の請願権行使の矛盾を解決する必要があ もし、反
SL
A
P
P
法が余りにもターゲット寄りであれば、現実的侵害を被って
いる提訴者の権利が侵害されることに る。
SL
A
P
P
と正当な請求実体のある訴訟を区別することは困難であるが、
そのことが、請求実体のある訴訟を否定する理由 はならない。そ で 正当な訴訟保護と、
SL
A
P
P
の提訴者を処
罰することの間の適切な調整を図ることが必要である。 かし がら、請願権や表現の自由 依然として公衆が政
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府に影響を与えるための不可欠な方法であることか
ら
（（00
（
、両方のバランスを図る必要があるものの、憲法的には、
SL
A
P
P
の提訴者に対抗し、
SL
A
P
P
のターゲットに味方する方向に針を傾けることが相当であろ
う
（（00
（
。
３
　
州籍相違事件と反
SL
A
P
P
法
　
わが国では問題とならないが、 「相異なる州の市民間の争訟」たる「州籍相違（
diversity 
of 
citizenship ）」
（（00
（
と反
SL
A
P
P
法の関係を一瞥してお
く
（（00
（
。連邦レベルでの反
SL
A
P
P
法が存在しないため、連邦法管轄事件や反
SL
A
P
P
法
の存在しない州においては、
SL
A
P
P
に対する有効な抗弁が存在せず、平等原則に反する結果となっており、フォー
ラム・ショッピング（法廷地あさり
）
（（00
（
のような問題点が指摘されている。そこで、州籍相違事件について、連邦裁
判所において、裁判所所在の州の反
SL
A
P
P
法を適用できないかが問題となっている。イーリ事件の法
理
（（01
（
の下で、
州籍相違 基づき裁判権を行使する連邦裁判所は、裁判所所在の州実体 を適用し、他方、手続については、連邦の手続的ルールを適用することが確立されてきた。しかし、実体法と手続法をいかに区別するのかは問題であ
る
（（0（
（
。
州の反
SL
A
A
P
法は、実体的なものなのか、それとも、手続的なものなのか。仮に、反
SL
A
P
P
法が手続的規定で
あれば、連邦裁判所は、同法を適用することを否定することにな 。　
最近では、クラスアクションにより法定損害金の請求を禁じたニューヨーク州法が適用されるのか、それとも、
連邦民事訴訟規則第二三条によりニューヨーク州法が排除されるべきかが争われた
Shady 
G
rove 
O
rthopedic 
A
ssoce., P
. A
. v. A
llstate Inc. C
o. 事
件
（（00
（
において、連邦最高裁は、相対多数意見において、①クラスアクションに関
するニューヨーク州法は手続法として連邦民事訴訟規則と矛盾しており、②イーリ事件 理の下で、連邦ルールは真に手続を規制するものでなければならないところ、③連邦民事訴訟規則第二三条は 真にクラスアクションの手続を規制するものであり、連邦民事訴訟規則が優先すると結論づけ
た
（（00
（
。相対多数意見の「真の規制的手続的アプ
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ローチ」の取扱いの容易さと画一性を強調した（定型的アプローチ）に対して、スチーブンス判事は、裁判所は、州法が現実的に実体的権利ないし救済策の州の枠組みの一部となっているのか否かを決定しなければならず、 もし、これらの実体的権利の邪魔をし のであれば、連邦ルールが正当であると強調した（実質的アプローチ） 。また、ギンズバーグ判事は、反対意見で、連邦ルールのテキストとニューヨーク州法の立法の歴史と目 を審査した後、連邦民事訴訟規則第二三条とニューヨーク州法は、異なる目的に奉仕していると認定し、すなわち、連邦民事訴訟規則第二三条は、クラスアクションの認可に言及するも であり、それに対し、ニューヨーク州法は、救済策に焦点を当てているとしている（目 アプローチ）と反対した。　
Shady
判決を受け、適用肯定説として、
G
odin v. Schencks
事
件
（（00
（
は、ギンズバーグ判事の目的審査アプローチを採
用し、メイン州の反
SL
A
P
P
法の特別の申立は、連邦民事訴訟規則第一二条と矛盾せず、そして、特別の申立が、
それが訴訟当事者の平等性を増進するように 連邦裁判所にも適用されるべきであると判示した。すなわち ①反SL
A
P
P
法のテキストを超えて、その立法史と目的を検討し、連邦民事訴訟規則第一二条がプレトライアルのすべて
の主張の処理に適用される に対し、特別の申立は、ターゲットの請願活動を理由とするプレトライ ルの主張処理に限定される。②州立法府は、連邦民事訴訟規則第一二条の規定を超えて、付加的 保護を付与するため、特別の申立を創造したのであり、特別 申立を 連邦規則と置き換える意図も、規則の機能 排除する意図もなかった。③連邦民事訴訟規則第一二条と は、両者とも、トライアルの前 請求実体のない主張を効果的に処理するメカニズムであるが、特別の申立は、特に、ターゲットの請願活動がメイン州が保護 だと考える種類の活動か否かをテストするメカニズムを付与するものである に対し 民事訴訟規則第一二条は トライアル前に事件の有効性 。そして、特別 申立は、提訴者に、ターゲットの行為に関する提訴者の主張が法律上、事実上 合理的な理由を有していること そして、タ ゲットの行為が
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現実的損害を引き起こしていることを証明する高度の負担を課すという異なるメカニズムと義務を有するので、連邦民事訴訟規則第一二条と特別の申立は、 並行的に存在しうるし、 各々は、 範囲の独自の意図する領域をコトンロールするものであると結論づけた。さらに、④特別の申立は、密接に州の権利と救済策と関連し、実体的な州の権利を包含している。⑤特別の申立の不適用は、州裁判所で主張される同様の抗弁と連邦裁判所との間で不公平 司法作用 帰結 、フォーラム・ショッピングへと導く。それゆえ、特別の申立は 連邦裁判所に適用されなければらないと結論づけ
た
（（00
（
。
　
これに対して、適用否定説である
ⅢM
 C
o. v. B
oulter
（（00
（
において、逆に、地方裁判所は、スカンリア判事の真に規
制的手続のアプローチに従った。すなわち、①連邦民事訴訟規則第一二条と特別 申立に焦点を当て 被告が原告の請求を却下できるか否かという、それらが同 の主題事項に言及している。連邦民事訴訟規則第一二条と同様に、特別 申立は、予備的な理由で、訴答上、 いは 訴答以外の事項を根拠とする請求実体のある提訴者の主張対する致命的打撃を加えることをターゲットに許容している。②特別の申立は、提訴者が請求実体を有しない以上のことを証明する、高度の手続的義務を提 者に課すものであ 特別 申立は、このよう 、連邦民事訴訟規則により確立された訴訟を維持する手続的権利を制限するものであり、連邦民事訴訟規則第一二条と鋭く矛盾する。③連邦民事訴訟規則第一二条は、真に を規制するものである。④特別の申立は、州の権利や救済策を定義する機能に奉仕するものではなく、免責の実体的権利のコスチュームをまとった手続的ルールである。それゆえ 特別の申立は連邦裁判所に適用されないと結論づけた。　
このように裁判例は混乱しており、統一的な判断はない。素直に
Shady
判決に従うのであれば、そらく、連邦民
事訴訟規則第一二条が優先し、反
SL
A
P
P
法の特別の申立は排除され、連邦裁判所に適用されないという結論とな
ろう。しかし、特別の申立は、州の実体的権利 包含 ものである 司法システムにアクセスする提訴者の権
岡　法（65―３・４） 758
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利よりも、ターゲットの表現の自由の権利を優先するのであれば、連邦民事訴訟規則第一二条ではなく、特別の申立が、連邦裁判所に適用されるべきであろ
う
（（00
（
。
第六
　
終わりに
　
アメリカ合衆国では、
SL
A
P
P
の脅威に敏感であり、半数以上の州で反
SL
A
P
P
法を制定している。しかし、反
SL
A
P
P
法の制定に全米が賛成しているわけではなく、 連邦レベルでの反
SL
A
P
P
法が未制定であることも事実であ
る。また、反
SL
A
P
P
法の規定は、州により異なり、統一的な法典は存在しない。また、アメリカ合衆国の民事訴
訟手続とわが国の民事訴訟手続の違いもあり、特に、証拠開示に費やされる時間とコストの差には大きいものがある。さらに、損害賠償法制も異なり、とりわけ、名誉毀損訴訟における損害賠償額が比較的に低く、懲罰的損害賠償制度を持たない においては、
SL
A
P
P
の内包する脅威は、アメリカ合衆国と比べ格段の差が存在する。しか
しながら、わが国 おいても、公務員ないし公的人物、あるいは大企業から名誉毀損訴訟を提起され ケースも多くあり、例えば、カジュアル衣料品の製造型小売業を運営する企業が、同社 国内店舗や中国の生産委託工場における過酷な労働環境をレポートした被告に対し、名誉毀損を理由として総額二億二〇〇〇万円 損害賠償を求めた事案や、平成二七年一一月に、障害者の通所施設で虐待 疑 に気付き自治体に内部告発した職員が、障害者虐待防止法では 虐待の疑いを発見した職員は市町村 通報する義務 あるにもかかわらず、施設側から名誉毀損などを理由に損害賠償を求められ ケースが埼玉県と鹿児島県 起きているとの報道も見受けられる。その意味で 反SL
A
P
P
法の導入を検討すべきであろう。
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しかしながら、アメリカ合衆国とわが国の法制度や法文化の相違を考えると、外国の法制度・理論を単純にわが
国に移入できるものではないし、本稿もそのような単純な主張をする意図もない。仮に、反
SL
A
P
P
法が手続的規
制であるとして、わが国に導入すべき反
SL
A
P
P
法の背後にある実体法ないし司法原理とは何であろうか。わが国
では、請願権について、ロビー活動が活発ではないことに起因するものと思われるが、それ程議論がなされていない。表現の自由と名誉権の調整という視点で両国の判例法理や法理論の状況を比較した場合、
SL
A
P
P
の危険性を含
め、わが国の民事名誉毀損訴訟と表現の自由をめぐる議論も低調である。名誉毀損と表現の自由の基底にある憲法上の価値を再検討するこ
と
（（00
（
が喫緊の課題であるように思われる。
（１）
　
松井茂記『表現の自由と名誉毀損』四〇三頁（有斐閣、二〇一三年）
（２）
　
ある
SL
A
P
P
の提訴者が書いているように、 「たとえ、 私は本件に敗訴しても、 法的経費として少なくとも各五万ドルを消費さ
せるよう彼らに強いたので、私は今や勝ったも同然である。どちらにしても、私は勝ったのである。 」
See 
Sean 
P
. 
T
rende, 
D
efam
ation, A
nti-SL
A
P
P
 L
egislation, and the B
logosphere : N
ew
 Solutions for an O
ld P
roblem
, （（ D
u
q. L
. R
e
v. （0（, （0（ 
（
（00（ ） （
quoting an e-m
ail from
 A
nthony D
iM
eo to “Scott ” （
July （0, （00（ ） ）
. 
（３）
　
See G
e
o
r
g
e W
. P
r
in
g &
 P
e
n
e
l
o
p
e C
a
n
a
n, S
l
a
p
p
s : G
e
t
t
in
g S
u
e
d f
o
r S
p
e
a
k
in
g O
u
t （（（ （
（（（（ ）, Jerom
e I. B
raun, Increasing 
SL
A
P
P
 P
rotection : U
nburdening the R
ight of P
etition in C
alifornia, （（ U
. C
. D
a
v
is L
. R
e
v. （（（, （（（-（0 （
（（（（ ）, K
atelyn E
. 
Saner, G
etting SL
A
P
P
-E
D
 in F
ederal C
ourt : A
pplying State A
nti-SL
A
P
P
 Special M
otions to D
ism
iss in F
ederal C
ourt after 
Shady G
rove, （（ D
u
k
e L
. J. （（（, （（（ （
（0（（ ）, Jesse J. O
ʼN
eill, T
he C
itizen P
articipation A
ct of 2009 : F
ederal L
egislation as an 
E
ffective D
efense A
gainst SL
A
P
P
s, （（ B
. C
. E
n
v
t
l. A
f
f. L
. R
e
v. （（（, （（（ （
（0（（ ）. 
（４）
　
SL
A
P
P
を検討するものとして、松井・前掲注 （１） 四〇三頁以下、藤田尚則「アメリカ合衆国における
SL
A
P
P
に関する一考
察 （一）～（完） 」創価法学四二巻三号一頁（二〇一三年） 、四三巻一号二五頁（二〇一三年） 、四三巻二号一六七頁（二〇一三年） 、四三巻三号三五頁（二〇一 年） 、四四巻一号一頁（二〇一 年） 、四四巻二号一〇七頁（二〇一四年） 、吉野夏己「民事名誉毀損訴訟における『公的人物』と『法人』 」岡山大学法学会雑誌六一巻三号三六一 二 など参照。
（５）
　
藤田前掲注 （４） （完）︱一四六頁～一四七頁は、 「日本もまた意図的、戦略的に言論を封じ込めようとする訴訟を防止する何
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らかの法制度を導入すべきであろう」としている。また、松井前掲注 （１） 四二九頁参照。
（６）
　
（（（ N
. Y
. S. （d （（（ （
N
. Y
.A
pp. D
iv. （（（（ ）.
（７）
　
ダウンゾーニングとは、 「容積率や高さ、用途といった用途地域による規制の内容を見直しにより厳しくすること」である。
都市計画用語研究会編著『三訂
　
都市計画用語事典』二四三頁（ぎょうせい、二〇〇四年）
（８）
　
（（（ N
. Y
. S. （d （0（ （
Sup. C
t. （（（（ ）.
（９）
　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）.
（
（0）　
See C
arson H
ilary B
arylak, R
educing U
ncertainty in A
nti-SL
A
P
P
 P
rotection, （（ O
h
io S
t. L
. J. （（（, （（（-（（ （
（0（0 ）, T
im
othy 
D
. B
iche, T
haw
ing P
ublic P
articipation : M
odeling the C
hilling E
ffect of Strategic L
aw
suits against P
ublic P
articipation and 
M
inim
izing its Im
pact, （（ S. C
a
l. In
t
e
r
d
is. L
. J. （（（, （（（-（（ （
（0（（ ）.
（
（（）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （0（, G
eorge W
. P
ring, SL
A
P
P
s : Strategic L
aw
suits against P
ublic P
articipation, （ P
a
c
e 
E
n
v
t
l, L
, R
e
v. （, （ （
（（（（ ）.
（
（（）　
B
iche, supra note （0 at （（（.
（
（（）　
（（（ S. E
. （d （（ （
W
. V
a. （（（（ ）.　
（
（（）　
（（0 N
. Y
. S. （d （（（, （（（ （
N
. Y
. Sup. （（（（ ）.
（
（（）　
例えば、佐藤幸治 『日本国憲法論』 三八二～三八三頁（成文堂、二〇一一年）は、請願権に僅か二頁を割いているにすぎない。
（
（（）　
B
iche, supra note （0 at （（（-（（.
（
（（）　
T
e
X
. C
IV
. P
r
a
c
. &
 r
e
M
. C
o
d
e
 a
n
n
.
§ （（.00（.
（
（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）.
（
（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）.
（
（0）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）.
（
（（）　
吉野夏己「民事上の名誉毀損訴訟における公的人物の概念と表現の自由」法学新報一一 巻十 ・十二号
 七七四︱七七五頁
（二〇〇六年
（
（（）　
B
iche, supra note （0, at （（（.
（
（（）　
（（（ P
. （d （（（（ （
C
al. （（（（ ）. 詳しくは、藤田前掲注 （４） （一） ︱三二頁以下参照。
（
（（）　「公的関心事項」を検討するものとして、吉野夏己「公的関心テストと表現の自由」岡山大学法学会雑誌六三巻三号三四五頁（二〇一四年）参照。
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六七
（（（）　
B
iche, supra note （0, at （（（.
（
（（）　
D
ena M
.R
ichardson : P
ow
er P
lay : A
n E
xam
ination of T
exasʼs A
nti-SL
A
P
P
 Statute and Its P
rotection of F
ree Speech 
T
hrough A
ccelerated D
ism
issal, （（ S
t. M
a
r
yʼs L
. J. （（（, （（0-（（ （
（0（（ ）.
（
（（）　
 P
ring, supra note （, at （（.
（
（（）　
ノア・ペニントン理論については、八木真幸「政府請願行為と反トラスト法の適用（その一）～（その四） 」公正取引四三
七号一六頁、四三八号二一頁、四三九号四九頁、四四〇号五三頁（一九八七年） 、藤田前掲注 （
４） （一） ︱一七頁以下参照。
（
（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）.
（
（0）　
See B
iche, supra note （0, at （（（.
（
（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）. 
（
（（）　
（0（ U
. S. （0（ （
（（（（ ）.
（
（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）.
（
（（）　
See O
ʼN
eill, supra note （, at （（0.
（
（（）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （（.
（
（（）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （（-（（ は、連邦最高裁は、却下に関する最も手に負えない議論、すなわち、事実に関す
る沼地の争点を一掃するという、請願条項の活動のための最大限の保護基準を創造したと評価している。
（
（（）　
See Steven H
. Shiffrin, A
 H
alf a C
heer for SL
A
P
P
s （
（（（（ ） （
unpublished m
anuscript, on file w
ith the N
ew
 Y
ork U
niversity 
L
aw
 R
eview
）, P
ring &
 C
anan, supra note （ at （（（ n. （（.
（
（（）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （（（ n. （（（. O
m
ni 判決は「ノア・ペニントン理論は、究極的に反トラスト法の解釈に依拠する」
としている。また、
P
rofʼl R
eal E
state Investors, Inc. v. C
olum
bia P
ictures Indus., （0（ U
. S. （（, （（ （
（（（（ ） は、 「
N
oerr
判決を反
トラスト法原理として適用するか、他の文脈でそれに頼るかはともかく」と述べている。
（
（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（（（（ ）. 
（
（0）　
（（（ F
. Supp. （（（ （
N
. D
. C
al. （（（（ ）. 藤田前掲注
４） （一） ︱三六︱三九頁参照。
（
（（）　
（（（ F
. （d （0（ （
（th C
ir. （（（0 ）.
（
（（）　
（（（ F
.（d （（（ （
（th C
ir. （（（（ ）.
（
（（）　
（（（ F
. （d （（（ （
（d C
ir. （（（（ ）.　
藤田前掲注 （
４） （一） ︱四一頁は、 「混合して判決を下した事例」 としている。 なお、 四四頁参照。
（
（（）　
（（（ F
. （d （（（ （
（th C
ir. （00（ ）.
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六八
（（（）　
この問題を検討するものとして、藤田前掲注 （
４） （一） ︱二七頁から三一頁。
（
（（）　
T
hom
as A
. W
aldm
an, SL
A
P
P
 Suits : W
eaknesses in F
irst A
m
endm
ent L
aw
 and in the C
ourtsʼ R
esponses to F
rivolous 
L
itigation, （（ U
C
L
A
 L
. R
e
v. （（（, （0（（-（（ （
（（（（ ）.
（
（（）　
See B
iche, supra note （0, at （（（, （（（-（（.
（
（（）　
See B
iche, supra note （0, at （（（, （（（.
（
（（）　
（（（ P
. （d （（（（ （
C
olo. （（（（ ）.
（
（0）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （, O
ʼN
eill, supra note （ at （（（-（（.
（
（（）　
B
arylak,  supra note （0, at （（（-（（ . 
（
（（）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （（.
（
（（）　
この問題を検討するものとして、松井・前掲注 （
１） 四一七頁、藤田前掲注 （
４） （完）︱一〇九頁以下参照。
（
（（）　
連邦民事訴訟規則の訳文については、改正に留意しつつ、渡辺惺之・吉川英一郎・北坂尚洋編訳『英和対訳
　
アメリカ連邦
民事訴訟規則（
（00（-0（ E
dition ） 』 （レクシスネクシス・ジャパン、二〇〇五年）に依拠した。
（
（（）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （（（.
（
（（）　
（（0 F
. Supp. （（（ （
N
. D
. Ill. （（（0 ）. 
（
（（）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （（（-（（.
（
（（）　
See R
ichardson, supra note （（ at （（（-（（.
（
（（）　
See Saner, supra note （ at （（0-（（.
（
（0）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （00.
（
（（）　
See Saner, supra note （ at （（（.
（
（（）　
See B
iche, supra note （0, at （（（-（（.
（
（（）　
See B
ruce E
. H
. Johnson &
 Sarah K
. D
uran, A
 V
iew
 from
 the F
irst A
m
endm
ent T
renches : W
ashington Stateʼs N
ew
 
P
rotections for P
ublic D
iscourse and D
em
ocracy, （（ W
a
sh. L
. R
e
v. （（（, （0（ n. （（ （
（0（（ ）. 
（
（（）　
F
L
A
. ST
A
T
. A
N
N
. § （（（. （（（.
（
（（）　
F
L
A
. ST
A
T
. A
N
N
. § （（0. （0（.
（
（（）　
（（（ W
n. （d （（（ （
（0（0 ）.
（
（（）　
（（（ M
ass. （（（ （
（00（ ）.
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六九
（（（）　
See B
arylak, supra note （0, at （（（.
（
（（）　
（（（ M
ass. （（（ （
（00（ ）.
（
（0）　
（（（ S. W
. （d （（（ （
T
ex. A
pp.  （0（（ ）. 
（
（（）　
（（（ F
. Supp. （d （（0（ （
W
. D
. W
ash. （0（0 ）.
（
（（）　
See R
ichardson, supra note （（ at （（（, B
arylak, supra note （0, at （（（ n. （（0.
（
（（）　
松井・前掲注 （
１） 四一一頁、藤田前掲注 （
４） （二） ︱四二頁参照。
（
（（）　
各州の反
SL
A
P
P
法において、
special m
otion to dism
iss
と
special m
otion to strike
という単語が用いられている。
m
otion to 
strike
について、 「重要でない事項等の削除申立て」 （連邦民事訴訟規則第一二条 （
f） ）の規定が存在するが、州の反
SL
A
P
P
法
において、厳密に
dism
iss と
strike
が使い分けられているのかは不明である。おそらく、有効な抗弁に服する訴訟原因が削除
され（
stricken ） 、結果的に、訴訟原因として何も残らなければ、却下され（
dism
issed ） 、一つでも訴訟原因が残れば、もはや
SL
A
P
P
ではないことになる（
B
raun, supra note （ at （（（. ） 。 「削除」は我が国の民事訴訟手続には存在しない。なお、トライ
アルが開かれず、証拠開示も制限されている段階で、実質審理を行なわずにいわば門前払いで退けることになるので、本稿では、 「棄却」 ではなく、 両者とも「訴えの却下」と訳しておく。
（
（（）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （（, B
raun, supra note （（ at （（（.
（
（（）　
C
A
L
. C
IV
. P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
b ）
⑴
. カリフォルニア州の反
SL
A
P
P
法については、藤田尚則「 『カリフォルニア州反
SL
A
P
P
法』に関する一考察」比較法研究七七号二四五頁以下（二〇一五年）参照。
（
（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑷（
a ）.
（
（（）　
D
. C
. C
O
D
E
 § （（-（（0（ （
a ）.
（
（（）　
T
E
X
. C
IV
. P
R
A
C
. &
 R
E
M
. C
o
d
e
 a
n
n
. § （（. 00（ （
a ）.
（
（0）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑸（
a ） （
b ）.
（
（（）　
T
E
X
. C
IV
. P
R
A
C
. &
 R
E
M
. C
O
D
E
 A
N
N
. § （（. 00（ （
b ）.
（
（（）　
Id. § （（. 00（ （
a ）.
（
（（）　
Id. § （（. 00（ （
a ）.
（
（（）　
See R
ichardson, supra note （（ at （（（.
（
（（）　
M
E
. R
E
V
. ST
A
T
. A
N
N
. T
IT
. （（ § （（（.
（
（（）　
D
. C
. C
O
D
E
 § （（. （（0（ （
a ）.
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七〇
（（（）　
Id § （
d ）.
（
（（）　
A
R
K
. C
O
D
E
 A
N
N
. § （（-（（-（0（ （
a ）
⑵
.
（
（（）　
M
D
. C
O
D
E
 A
N
N
. C
T
S. &
 JU
D
. P
R
O
C
. § （-（0（ （
d ）
⑴
.
（
（0）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （（（.
（
（（）　
浅香吉幹『アメリカ民事手続法〔第二版〕 』七三頁（弘文堂
　
二〇一四年）
（
（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑸（
c ）.
（
（（）　
C
A
L
. C
IV
. P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
g ）.
（
（（）　
Id. 
（
（（）　
T
E
X
. C
IV
. P
R
A
C
. &
 R
E
M
. C
O
D
E
 A
N
N
. § （（. 00（ （
b ）.
（
（（）　
（（（ W
n （d （（0 （
（00（ ）. See johnson &
 D
uran, supra note （（ at （（（-（（. 同事件の詳細は、 藤田前掲注 （４） （三）
︱
一八〇頁参照。
（
（（）　
See Johnson &
 D
uran, supra note （（ at （（（.
（
（（）　
C
A
L
. C
IV
. P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
b ）
⑵
.
（
（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑷（
c ）.
（
（00）　
T
E
X
. C
IV
. P
R
A
C
. &
 R
E
M
. C
O
D
E
 A
N
N
. § （（. 00（ （
b ） （
c ）.
（
（0（）　
Id （（. 00（ （
a ）.
（
（0（）　
See Saner, supra note （ at （（（-（（, R
ichardson, supra note （（ at （（（-（（.
（
（0（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（0.
（
（0（）　
See B
iche, supra note （0, at （（（.
（
（0（）　
T
E
X
. C
IV
. P
R
A
C
. &
 R
E
M
. C
O
D
E
 A
N
N
. § （（. 00（.
（
（0（）　
R
ichardson, supra note （（ at （（（.
（
（0（）　
B
iche, supra note （0, at （（（.
（
（0（）　
（（ W
n. A
pp. （（（ （
W
ash. C
t. A
pp. （（（（ ）.
（
（0（）　
See P
ring &
 C
anan, supra note （ at （（.
（
（（0）　
N
E
V
. R
E
V
. ST
A
T
. § （（. （（0. （. （
c ）.
（
（（（）　
H
A
W
. R
E
V
. ST
A
E
. § （（（F
-（
⑼
.
（
（（（）　「立法府は、
SL
A
P
P
バックが、通常の悪意の告発訴訟からの特徴と起源において区別されることを認定し、宣言する。立法
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七一
府は、本条に規定されているように、
SL
A
P
P
バックが、
SL
A
P
P
の抑止効果により、及び、参加民主主義上の公的信頼の回復
により、表現の自由や請願の憲法上の権利正当な行使を保護するという立法府の意図と一致しているので、
SL
A
P
P
バックの
訴訟原因が 通常の悪意の告発訴訟とは異なって取り扱われるべきであると認定し、宣言する」と規定している（
C
A
L
. C
IV
. 
P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
a ）. ） 。
（
（（（）　
C
A
L
. C
IV
. P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
b ）
⑴
.
（
（（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑸（
d ）.
（
（（（）　
T
E
X
. C
IV
. P
R
A
C
. &
 R
E
M
. C
O
D
E
 A
N
N
. § （（. 00（.
（
（（（）　
See B
arylak, supra note （0, at （（（-（（.
（
（（（）　
（00（ M
E
 （（ （
M
e. （00（ ）.
（
（（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑷（
e ）.
（
（（（）　
M
A
SS. G
E
N
. L
A
W
S C
H
. （（（, § （（H
.
（
（（0）　
See B
iche, supra note （0, at （（（-（（.
（
（（（）　
藤田教授によれば、第一類型の立法として、デラウェア州、ハワイ州、ペンシルヴェニア州、テネシー州、フロリダ州が、
第二類型の立法として、ジョージア州、マサチューセッツ州、ミネソタ州、ロードアイランド州が、第三類型の と て、アーカンソー州、インディアナ州、ルイジアナ州が該当すると分類している。藤田・前掲注 （４） ︱二九頁以下参照。
（
（（（）　
See B
iche, supra note （0, at （（（-（（.
（
（（（）　
中間類型は、ノア・ペニントン理論及び「不実の例外」と結びつき、広い立法は、
N
ew
 Y
ork T
im
es
基準と密接に結びつい
ている（
See B
iche, supra note （0, at （（（. ） 。
（
（（（）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （（（-（（.
（
（（（）　
（（（ IL
C
S （（0-（（.
（
（（（）　
M
IN
N
. ST
A
T
. § （（（. 0（.
（
（（（）　
A
. R
. S. § （（-（（（ B
.
（
（（（）　
M
A
SS. G
E
N
. L
A
W
S C
H
. （（（, § （（H
.
（
（（（）　
（（ V
. S. A
. § （0（（ （
e ）
⑴
.
（
（（0）　
C
A
L
. C
IV
. P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
b ）
⑴
.
（
（（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑵
.
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七二
（（（（）　
Id （
d ） （
e ）.
（
（（（）　
D
. C
. C
O
D
E
 § （（. （（0（ （
a ）
（
（（（）　
Id § （（. （（0（
⑴（
A
） （
ⅱ
）, （
B
）,
⑶
.
（
（（（）　
See Johnson &
 D
uran, supra note （（ at （（（.
（
（（（）　
A
ronson, （（（ F
, Supp. （d at （（（（. 
（
（（（）　
（0（（ U
. S. D
ist. L
E
X
IS （（（（（ （
W
. D
, W
ash. （0（（ ）.
（
（（（）　
（0（（ U
. S. D
ist. L
E
X
IS （（（（（ （
W
. D
, W
ash. （0（（ ）.
（
（（（）　
See Johnson &
 D
uran, supra note （（ at （（（.
（
（（0）　
G
ordon, （（（ M
isc. （d at （（0.
（
（（（）　
B
raun, supra note （ at （（（-（0.
（
（（（）　
C
A
L
. C
IV
. P
R
O
C
. C
O
D
E
 § （（（. （（ （
b ）
⑴
.
（
（（（）　
W
A
SH
. R
E
V
. C
O
D
E
 § （. （（. （（（
⑷（
b ）.
（
（（（）　
（（ C
al. A
pp. （th （0（ （
（（（（ ）. 
（
（（（）　
K
athryn W
. T
ate, C
aliforniaʼs A
nti-SL
A
P
P
 L
egistlation : A
 Sum
m
ary of and C
om
m
entary on its O
peration and Scope, （（ 
L
o
y. L
. R
e
v. （0（, （（（-（（ （
（000 ）.
（
（（（）　
（（ C
al. A
pp. （th （（（ （
（（（（ ）.
（
（（（）　
（0（（ U
. S. D
ist. L
E
X
IS （（（（（, （（ （
（0（（ ）.
（
（（（）　
（（（ F
. （d （（（, （（0 （
（th C
ir. （00（ ）. 
（
（（（）　
Id at （（（-（0. 
（
（（0）　
（（（ N
. E
. （d （（（, （（（ （
M
ass. （00（ ）.
（
（（（）　
Joseph W
. B
eatty, T
he L
egal L
iterature on SL
A
P
P
s : A
 L
ook behind the Sm
oke N
ine Y
ears after P
ring and C
anan F
irst 
Y
elled “F
ire! ”, （ U
. F
l
a. j. L
. &
 P
u
b. P
o
lʼy （（ （
（（（（ ）, See also, R
ichardson, supra note （（ at （（（.
（
（（（）　
（（0 So.  （d （0（（, （0（（ （
（00（ ） ．
（
（（（）　
（0 C
al. R
ptr. （d （（（, （（（-（（ （
C
al. C
t. A
pp. （00（ ）.
（
（（（）　
O
pinion of the Justices （
SL
A
P
P
 Suit P
rocedure ）, （（（ A
. （d （0（（, （0（（ （
N
. H
. （（（（ ）, See B
arylak, supra note （0, at （（（. 
（
（（（）　
See B
iche, supra note （0, at （（0.
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七三
（（（（）　
See O
ʼN
eill, supra note （ at （（（.
（
（（（）　
浅香吉幹『現代アメリカの司法』五二頁以下参照（東大出版会、一九九九年）
（
（（（）　
藤田・前掲注 （
４） （完） ︱一〇八頁参照
（
（（（）　
小山貞夫著『英米法律語辞典』四四八頁参照（研究社、二〇一一年）
（
（（0）　
小山・前掲注 （
（（（） 三七七頁参照
（
（（（）　
See Saner ,supra note （ at （（（.
（
（（（）　
（（（ U
. S. （（（ （
（0（0 ）.
（
（（（）　
太田幸夫「アメリカ法における近時の実体・手続識別論」比較法文化 巻七七頁（二〇一二 参照
（
（（（）　
（（（ F
. （d （（ （
（st C
ir. （0（0 ）.
（
（（（）　
See Saner, supra note （ at （0（-0（.
（
（（（）　
（（（ F
. Supp. （d （（ （
D
. D
. C
. （0（（ ）.
（
（（（）　
See Saner, supra note （ at （0（, （（（-（（.
（
（（（）　
松井・前掲注 （
１） 四二九頁は、 「日本でも
SL
A
P
P
に対して表現の自由を図る必要性があろう。 ……名誉毀損法を憲法的に再
検討して保護すべき表現に憲法的保護を付与するとともに、このような表現を封じることを意図した
SL
A
P
P
を阻止するため
の手続を早急に導入すべきであろう」と述べられている。
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七四
